
令和６年第３回南島原市教育委員会定例会 

 

日時 令和６年３月２１日（木） 午後２時 

場所 南有馬庁舎 ３階大会議室  

 

議事日程 

 

第１ 開会 

 

第２ 前回会議録の承認 

 

第３ 会議録署名人の指名 

 

第４ 教育長・各課室報告 

 

第５ 議案審議 

・議案第５号 学校医の変更について 

・議案第６号 南島原市文化財保護審議会委員の委嘱について 

・議案第７号 第２期南島原市教育振興基本計画の策定について 

・議案第８号 南島原市立小・中学校管理規則の一部を改正する規則について 

・議案第９号 南島原市部活動の在り方検討委員会要綱の一部を改正する告示 

について 

・議案第 10 号 南島原市立小・中学校に勤務する職員の自家用車による公務旅 

行に関する取扱規程の一部を改正する訓令について 

・報告第２号 南島原市奨学資金貸付基金条例施行規則の一部を改正する 

規則について 

 

第６ その他 

   （１）準要保護児童生徒就学援助の認定について 

（２）南島原市部活動の在り方検討委員会報告について 

（３）次回教育委員会定例会の開催について 

   （４）その他 

 

第７ 閉会 



○令和６年２月の諸会議並びに諸行事

日( 木 )

令和６年教育委員会第２回定例会（南有馬庁舎）

日( 日 )

日( 月 ) 佐世保高専来庁（南有馬庁舎）

○令和６年３月の諸会議並びに諸行事

日( 金 )

日( 月 )

日( 火 )

日( 木 )

日( 日 )

日( 火 )

日( 水 )

日( 木 )

日( 金 )

日( 日 )

日( 月 )

日( 火 )

25 9:00

7 14:00 学校給食会役員会（学校給食センター）

17 8:30

令和６年第１回市議会定例会　開会（有家庁舎)　～３月２２日

第３１回原城マラソン大会（南有馬小）

26 13:30

5

18 16:00

14:30 令和５年度臨時校長会（カムス）

19

15:00 第３回社会教育委員兼公民館運営審議会委員会議（オアシス）

南島原市中体連役員来庁（南有馬庁舎）

15 14:00 AIR招へい作家　成果報告・作品寄贈式（西有家庁舎）

令和６年　第３回南島原市教育委員会定例会　教育長報告

南島原市ウォーキングサッカー大会（ｱﾘｰｳﾞｫ）

南島原市校長会第９回研修会（オアシス)13:20

16:30 市教頭会役員来庁（南有馬庁舎)

1 10:00 島原翔南高等学校　令和5年度第17回卒業証書授与式（翔南高校）

13 10:30 口之津海上技術学校　卒業証書授与式（口之津海上技術学校）

4 15:00 叙位伝達式（南有馬庁舎)

22 10:00

14:00

10 10:00 令和5年度南島原市表彰式（コレジヨ）

14 9:30 市内中学校卒業式（布津中学校）

13:00 第２回史跡原城跡・日野江城跡専門委員会（南有馬庁舎）

9:30 市内小学校卒業式（野田小学校）

16:30 表敬訪問(小学生ソフトボール)大会出場報告（西有家庁舎)

12 13:30 地域の力を考える集い（カムス）

13:30 令和５年度南島原市DX 推進本部会議(第2回)（西有家庁舎）



○教育総務課

2月29日 加津佐中学校屋外トイレ洋式化改修工事(竣工検査)

3月4日 叙位伝達式（南有馬庁舎）

3月6日 予算審査特別委員会（有家庁舎）

3月11日 文教厚生委員会（有家庁舎）

3月12日 西有家中学校校舎管理棟屋根防水工事(竣工検査)

3月21日 口之津中学校技術科室屋根防水改修工事(竣工検査)

3月21日 有馬小学校特別教室空調改修工事(竣工検査)

○学校教育課

3月1日 第９回校長会研修会（原城オアシスセンター）

3月6日 公立高校後期選抜（～７日）

3月7日 学校給食会第３回役員会（給食センター）

3月8日 学校給食献立委員会（給食センター）

第４回部活動在り方検討委員会（南有馬庁舎）

3月14日 市内中学校卒業証書授与式

臨時校長会（コレジヨ）

3月15日 公立高校合格者発表

3月16日 能登半島地震職員派遣（～23日、石川県珠洲市）

3月19日 市内小学校卒業証書授与式

○生涯学習課

2月25日 第３１回原城マラソン大会（南有馬小学校）

3月5日 南島原ＳＣ・ガールズ市長表敬訪問（有家保健センター）

3月7日 寺子屋２１実行委員会（市内４会場）～１２日

3月12日 地域の力を考える集い（カムス）

3月13日 島原半島文化賞審査会（島原文化会館小ホールＢ）

3月14日 空手北空会市長表敬訪問（西有家庁舎）

南島原市スポーツ協会常任理事会（南有馬庁舎）

3月15日 AIR招へい作家　成果報告・作品寄贈式（西有家庁舎）

3月17日 ウォーキングサッカー大会（多目的運動広場Arrivo!）

3月19日 第３回社会教育委員兼公民館運営審議会委員会議（オアシス）

○文化財課

2月28日 面無橋説明板・誘導案内板設置業務：完了検査

2月29日 北岡金比羅祀遺跡報告書印刷製本業務委託：完了検査

3月13日 見岳地区遺構遺物図化業務委託：完了検査

3月14日 第2回史跡原城跡・日野江城跡専門委員会

令和６年　第３回南島原市教育委員会定例会　各課室報告



令和６年　第３回南島原市教育委員会定例会　各課室報告

○世界遺産推進室

2月22日 世界遺産センター整備事業協議（建築協議）

2月25日 原城マラソン大会啓発ブース出展（大会会場）

2月29日 世界遺産センター整備事業協議（建築・展示合同協議、長崎市）

3月1日 にっぽん城まつり　出展（名古屋市）～4日

3月5日 政策研究大学院大学　垣内名誉教授来訪（南有馬庁舎）

3月7日 世界遺産センター整備事業協議（展示協議）

3月11日 企画展借用資料返却（二十六聖人記念館、西南学院大学博物館）～12日

3月12日 市政出前講座（加津佐公民館）

「描いてみんね！長崎」事業　小説家　武川佑氏アテンド（原城跡ほか）



議案第５号 

 

 

学校医の変更について 

 

提案理由 

 

学校保健安全法第２３条に基づき、学校医を変更したいので提案する。 

 

令和６年３月２１日提出 

 

南島原市教育委員会 

教育長 松本 弘明 



町名 学校名 学校医 院名 摘要

深 江 小 学 校 城野　健児 しろの医院

小 林 小 学 校 城野　健児 しろの医院 R6.4.1より

大 野 木 場 小 学 校 泉川　欣一 泉川病院

深 江 中 学 校 泉川　卓也 泉川病院

布 津 小 学 校 明島　淳民 明島整形外科医院

飯 野 小 学 校 奥村　幸司 南島原クリニック

布 津 中 学 校 明島　淳民 明島整形外科医院

有 家 小 学 校 小嶺　　 俊 小嶺整形外科クリニック R6.4.1より

堂 崎 小 学 校 常岡　伯紹 つねおかクリニック

有 家 中 学 校 坂上　和平 坂上整形外科医院

森田　十和子 永田内科泌尿器科医院

磯野　　潔 いその産婦人科医院

伊﨑　祐介 伊﨑医院

石川　和仁 石川内科医院

伊﨑　祐介 伊﨑医院

有 馬 小 学 校 佐藤　哲也 北有馬クリニック

北 有 馬 中 学 校 佐藤　克昭 さとう内科医院

南 有 馬 小 学 校 本多　哲矢 本多南光堂医院 R6.4.1より

南 有 馬 中 学 校 太田　大作 菜の花クリニック R6.4.1より

口 之 津 小 学 校 哲翁　和博 哲翁病院

口 之 津 中 学 校 植木　英祐 植木内科医院

加 津 佐 小 学 校 寺澤　佳洋 口之津病院 R4.12.1より

野 田 小 学 校 池永　健 口之津病院

加 津 佐 中 学 校 池永　健 口之津病院

口 之 津 町

加 津 佐 町

北 有 馬 町

南 有 馬 町

令和6年度 南島原市立小学校・中学校学校医名簿

深 江 町

布 津 町

西 有 家 町

西 有 家 小 学 校

西 有 家 中 学 校

有 家 町



議案第６号 

 

 

南島原市文化財保護審議会委員の委嘱について 

 

提案理由 

 

南島原市文化財保護条例第１７条第１項及び南島原市文化財保護審議会規則

第３条の規定に基づき、南島原市文化財保護審議会委員を委嘱したいので提案

する。 

 

令和６年３月２１日提出 

 

南島原市教育委員会 

教育長 松本 弘明 



任期：令和６年４月１日～令和８年３月３１日

氏名 ふりがな 備考

1 生駒　輝彦 いこま　てるひこ R6.4.1 R8.3.31 有家史談会

2 佐藤　光典 さとう　みつのり R6.4.1 R8.3.31 有馬歴史研究会

3 嶋田　惣二郎 しまだ　そうじろう R6.4.1 R8.3.31 有家史談会

4 山下　貞文 やました　さだふみ R6.4.1 R8.3.31 有家史談会

5 田中　妙 たなか　たえ R6.4.1 R8.3.31
原城跡観光ガイドの
会

任期

　　南島原市文化財保護審議会委員名簿（案）  



議案第７号 

 

 

第２期南島原市教育振興基本計画の策定について 

 

提案理由 

教育基本法第１７条第２項の規定に基づき、本市における教育の振興のため

の施策に関する基本的な計画を定めるため、第２期南島原市教育振興基本計画

を策定したいので、教育委員会の意見を求める。 

 

令和６年３月２１日提出 

 

南島原市教育委員会 

教育長 松本 弘明 



 

 

第２期 南島原市 

教育振興基本計画 
  令和６(2024)年度～令和 10(2028)年度    

 

 

 

 

南島原市教育委員会 

定例教育委員会 資料 

（R6.3.21） 
素 案 
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第１章 計画の策定にあたって 

 

１ 計画策定の趣旨 

 南島原市教育委員会では、市民一人一人が『幸せで悔いのない人生を歩むための“善き

人格”を育む』ことを教育の目的とし、その目的を達成するために、「教育基本方針」「教

育理念」「教育努力目標」を定めております。これらを具現化し推進するため「南島原市教

育振興基本計画〈Ｈ25～Ｈ34〉」を策定し、計画的に取り組んできました。 

この間、国においては、平成２９年３月に新しい「学習指導要領」が定められ、よりよ

い学校教育を通じて、よりよい社会を創るという目標を共有し、社会と連携・協働しなが

ら未来の創り手となるために必要な資質・能力を育む「社会に開かれた教育課程」の実現

に向けた取組が進められております。 

また、令和５年４月には、こども家庭庁が創設され、全てのこどもが将来にわたって幸

福な生活を送ることができる社会の実現を目指し、こども政策を総合的に推進するために、

「こども基本法」が施行されました。 

さらに、令和５年６月に策定された国の第４期教育振興基本計画では、教育基本法を普

遍的な使命としつつ、新たな時代の要請を取り入れていく「不易流行※1」の考え方を基調

とし、２０４０年以降の社会を見据えた教育政策の在り方が示されております。 

 このような中、南島原市教育委員会では、今後推進すべき具体策を明らかにし、本市の

教育施策を総合的かつ計画的に推進するため、国の第４期計画を参酌するとともに、令和

５年３月に策定された第Ⅱ期南島原市総合計画（後期基本計画）との整合性を図り、第２

期南島原市教育振興基本計画を策定しました。 

 

２ 計画の位置づけ 

 本計画は、教育基本法第１７条第２項に基づき、令和５年６月に策定された国の第４期

教育振興基本計画を参酌し策定した本市の教育振興基本計画であり、第Ⅱ期南島原市総合

計画（後期基本計画）のアクションプランとなるものです。 

本計画の範囲は、本市教育委員会が所管する施策の範囲とします。 

 

３ 計画の期間 

 本計画は、令和６年度から令和１０年度までの５年間の計画とします。 

ただし、計画期間中であっても法改正などにより、変更の必要が生じた場合は、適宜、

見直しを行います。 

 

４ 計画の進行管理 

 本計画の着実な推進を図るため、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条に

よる自己点検・評価を活用し、ＰＤＣＡサイクル※2による適切な進行管理を行います。 
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第２章 南島原市の教育（チャート） 
 

1 南島原市の教育の在り方 

 

 

 

 

 

            

 

 南島原市教育委員会は、市民一人一人が『幸せで悔いのない人生を歩むための“善

き人格”を育む』ことを教育の目的とする。 

 その達成のために、｢教育基本方針、教育理念、教育努力目標｣を次のとおり定める。 

 

 南島原市教育基本方針              

南島原市教育委員会は、人間尊重の精神を基調として、人格の高揚を図り、市民

の理解と協力と参画の下に、本市固有の歴史と風土を受け継ぎ、生かし、個性豊か

で国際社会に貢献できる人づくりに努める。 

教育に携わる者は、その使命感に徹し、自らの資質と指導力を高める努力を怠らず、相

和して本市教育の充実発展に努める。 

            
  南島原市教育理念  

 

 

 

 
 

家庭 
いつも側にいて欲しい家族  

 
           いつも        

     学校        側にいて欲しい人        地域 
いつも側にいて               いつも側にいて 

欲しい教師               欲しい大人 
 

 

南島原市教育努力目標 

 

幸せで悔いのない人生を歩むための“善き人格”を育む 

このような学校で 
・校長の崇高な教育理念が、着実に

具現化される学校 
・保護者や地域の信頼が厚く、安心

して子どもを預けられる学校 

このような地域で 
・生涯にわたって学習することが
でき、その成果を生かせる地域 

・生涯を通じて豊かな文化・スポ
ーツライフを実現できる地域 

志を持って人格の高揚に励む市民 

このような教育に努める 
・確 か な 学 力 を 育 む 教 育 

・豊 か な 心 と 志 を 育 む 教 育 

・健 や か な 体 を 育 む 教 育 

このような家庭で 
・基本的生活習慣や社会的マナー等
を教育できる家庭 

・家族と触れ合い、絆を深めること
ができる家庭 
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２ 施策体系 

① 主体的・対話的で深い学びの実現

② 市学力調査の実施

⑤ 道徳教育

⑥ 人権教育の推進

⑦ 平和教育

⑨ 読書活動

⑪ 学校給食を通じた食育の推進

① 体力・運動能力調査の実施

② 体力向上支援事業等の活用

③ 中学校総合体育大会の推進

④ 部活動の地域移行

⑤ 感染症への対応

⑥ 性教育の充実

⑦ 学校保健会との連携

① ふるさと学習（郷土学習）

② 北村西望賞教育美術展の実施

③ 古野賞科学技術展の実施

④ コミュニティ・スクール（学校運営協議会）の設置

⑤ 「普賢岳噴火災害を語り継ぐ日（９月１５日）」の実施

① 教職員研修

② 学校訪問

③ 研究指定

④ 学校支援共同実施連絡協議会

⑤ 学校支援員の配置

① 就学相談の実施

② 就学時健康診断の実施

③ 教育支援委員会の設置

④ 特別支援教育助手の配置

⑤ コーディネーター研修会の実施

⑥ 心の教室相談員の配置

⑦ 南島原市適応指導教室（つばさ）の運営

⑧ スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置

① 就学援助

② 遠距離通学支援

③ 給食費の補助

① 奨学資金貸付金

② 奨学資金償還補助金

(1)適正規模・適正配置の推進 ① 適正規模・適正配置事業

① 学校施設の耐震化工事

② 学校施設整備・改修事業

③ ICT機器活用環境の整備

④ 学校給食センターの円滑な運営

① 学校施設安全点検

② 防犯カメラの設置

③ 通学路の安全点検の実施

学校教育の充実【5-1】

１　「人間力」を育む教育の推進〔5-1-2〕

(1)生きるための学力と人間力の向上

③

施策
の柱

施策 施策細分 主な事業や取組

(2)学校体育・学校保健の充実

(3)地域に根ざした教育の推進

(4)教職員・指導者の育成

外国語教育の推進

④ 教育DXの推進

⑧ キャリア教育

⑩ 校種間の円滑な接続

(2)就学への支援

(3)高等学校教育・高等教育への支援

2　学校生活・就学支援〔5-1-4〕

(1)学校生活の支援

3　教育環境の整備〔5-1-3〕

(2)学校施設の充実

(3)子どもたちの安全確保
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① 公民館講座

② 家庭教育支援の充実

③ 地域人材の育成

① 子ども読書活動推進事業

② 読書サポーター養成事業

(3)地域交流活動拠点施設の活性化 ① 地域活性化フォーラムの開催

① 社会教育施設の整備

② 社会教育施設の適正配置

① 公民館講座等のデジタル活用推進

② 図書館のデジタルライブラリー事業の推進

③ 社会教育施設管理DXの推進

① 放課後子ども教室推進事業（寺子屋21）

② 通学合宿事業

③ 地域学校協働活動推進事業

④ 人権教育推進事業

⑤ 高校生キャリア教育事業

① 芸術文化振興事業

② 子ども芸術鑑賞事業

① 文化団体育成支援事業

② セミナリヨ現代版画展開催事業

(3)市民文化・芸術活動の推進 ① アートビレッジ・シラキノ事業

(4)伝統文化・伝統芸能の保存と継承 ① 郷土芸能保存継承支援事業

(2)本市の魅力を高める文化・芸術活動
　 の振興

(4)生涯学習施設の維持管理

2　青少年の健全育成〔5-2-2〕

(1)青少年の健全育成

(5)教育DXの推進・デジタル人材の育成

社会教育の推進【2-2】【5-1】【5-2】

１　学習機会の充実〔5-1-1〕〔5-2-1〕

(1)学びの場の提供

(2)図書館活動の充実

3　文化・芸術の振興〔2-2-1〕

(1)文化・芸術への鑑賞・創造・参加
　  機会の充実

施策細分 主な事業や取組
施策
の柱

施策

 
 

① 南島原市スポーツ協会との連携

② 南島原市スポーツ推進委員会との連携

③ 総合型地域スポーツクラブ「TEAMひまわり」との連携

④ 部活動の地域移行

⑤ 各種スポーツ大会運営費等支援事業

① 小学生水泳教室の実施

② マリンスポーツ教室の実施

③ 自然体験事業の実施

(3)シニアスポーツの推進 ① シニア向け運動教室の実施

① ｅスポーツの推進

② 社会体育施設管理DXの推進

① 小中学生スポーツ大会出場支援事業

② 小学校社会体育活動支援事業

① 市民スポーツ大会の実施

② 原城マラソン大会の実施

③ スポーツ専門指導員育成講習会や講演会の開催

① 社会体育施設の整備・管理

② 社会体育施設の活用

施策
の柱

施策 施策細分 主な事業や取組

スポーツの振興【5-3】

1　生涯スポーツの推進〔5-3-1〕

(1)生涯を通じたスポーツの推進

(2)各種スポーツ教室の実施

「人間力」を育む教育の推進〔5-1-2〕
(5)各種スポーツクラブ等の育成

2　スポーツ力の強化〔5-3-2〕

(1)スポーツイベントの実施

(2)社会体育施設の整備

(4)スポーツにおけるＤＸの推進
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① 原城跡保存整備事業

② 日野江城跡保存整備事業

① 埋蔵文化財発掘調査事業（開発事業）

② 埋蔵文化財発掘調査事業（学術目的）

③ 文化財の指定

(3)文化財周辺の環境保全 ① 指定文化財等の巡視及び清掃活動

(1)歴史・文化財の活用と普及の推進 ① 指定文化財及び遺跡情報等の周知活動

(2)歴史・文化施設等の環境整備と適正
　 な維持管理

① 企画展等の開催

① 歴史資料調査及び展示用コンテンツ作成事業

② ＶＲ等デジタルコンテンツ整備活用事業

(3)世界遺産市民協働会議活動の充実 ① 世界遺産市民協働会議との連携事業

① 世界遺産推進事業

② 世界遺産周知啓発・情報発信事業

③ 原城跡来訪者対応事業

施策
の柱

施策 施策細分 主な事業や取組

指定文化財公有化事業

(2)市内文化財の保存整備

2　歴史・文化財の活用と普及〔2-1-2〕

文化財の保護と活用【2-1】

1　歴史・文化財の保護と保存整備・活用〔2-1-1〕

(1)「原城跡」・「日野江城跡」の
　　保存整備

③

(4)世界遺産の適切な保全と活用

3　世界遺産を活用したまちづくりの推進と適切な保全〔2-1-3〕

(1)世界遺産センターの整備 ① 原城跡世界遺産センター整備事業

(2)ガイダンス機能の充実
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第３章 施策の展開 

 

第１節 学校教育の充実 【5-1】 

 

１ 「人間力※3」を育む教育の推進 〔5-1-2〕 

【現状と課題】 

本市の児童生徒の学力状況については、全国学力・学習状況調査の結果から見ると、

国語、算数・数学の「知識・技能を問う問題」の正答率に比べ、「思考・判断・表現を問

う問題」の正答率が低いことから、基礎的な知識や技能の確実な定着を図ることはもち

ろん、習得した知識や技能を活用し、思考力や判断力、表現力を身に付けさせることが、

課題と言えます。 

本市では、学力向上対策として、教職員研修の実施や学校訪問指導における授業指導

において学習内容の確実な定着を図るとともに、「主体的・対話的で深い学び」※4の実現

に向けた授業改善指導を行っています。また、学力向上推進員を任命し、研修会を開催

する学力向上推進事業に加え、各学校では、「学力向上プラン」を作成し、児童生徒の実

態を踏まえた対策を行っています。 

今後も、日々の授業の充実を図るとともに、望ましい生活習慣の確立や家庭学習の習

慣化を目指し、「確かな学力」を身に付けさせていきます。 

 

【具体的な取組】 

（１） 生きるための学力と人間力の向上 

調査やテストなどで測定可能な資質・能力（認知能力）と意欲や協働する力、見通

す力等、テストなどでは測定が難しい資質・能力（非認知能力）を一体的に育成する

ことを目指し、本市ではこの一体的な資質・能力を「生きるための学力」と規定しま

した。この「生きるための学力」を基盤にした「人間力」を、学校教育のあらゆる場

と機会を通じて育成し、本市の将来を担う意欲ある人材を育成します。 

 そのほか、国際的に活躍する人材の育成を目指し、グローバル教育※5を推進します。 

① 主体的・対話的で深い学びの実現 

    児童生徒が学びの主体となる「主体的・対話的で深い学び」を実現し、単なる知

識や技能の習得ではなく、自分で考え、判断し、表現できる力を育成するために、

授業改善に取り組みます。 

    また、個別最適な学び※6と協働的な学び※7の一体的な充実を図り、全ての児童生

徒が安心して学び、学び甲斐を実感する学校教育の実現に努めます。 

② 市学力調査の実施 

    児童生徒の学力の現状や課題を、全市的な規模で的確かつ客観的に把握・分析す

るために市学力調査を実施し、学力向上に関する教育施策の成果と課題を検証し、

改善を図ります。 

    また、各学校が、児童生徒一人一人の学力の定着状況を的確に把握するとともに、

自校における学力向上に関する取組の成果と課題を分析し、学習指導の改善を図り
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ます。 

③ 外国語教育の推進 

グローバル化の進展に対応し、広い視野と国際感覚をもった児童生徒を育成する

ため、外国語指導助手（ALT）※8を中学校へ、英語指導助手（EAT）※9を小学校へ

派遣し、児童生徒が「生きた英語」に触れられる機会を設け、英語に親しめるよう

に取り組んでいます。 

また、英検及び英検Jr.学校版の受験料を補助することで、児童生徒の自発的な能

力開発や夢の実現に向けた取組を支援します。 

 

 

「外国語指導助手（ALT）による外国語指導の様子」 

④ 教育 DX※10 の推進 

    現行の学習指導要領では、「情報活用能力」が「言語能力」「問題発見・解決能力」

と同じように「学習の基盤となる資質・能力」の一つとして位置付けられ、いわゆ

る Society5.0※11 時代を生きる児童生徒の教育には、デジタル技術の効果的な活用

が求められています。 

    これまでの教育実践と ICT※12 の活用を適切に組み合わせていくことで、児童生徒

の情報活用能力を最大限に引き出します。また、発達の段階に応じて、授業や家庭

での学習用端末の活用を促進することによって、GIGA スクール構想※13 を一層推進

し、「誰もが、いつでも、誰とでも、自分らしく学べる」学習環境の構築を目指しま

す。 

    また、長崎県統合型校務支援システム※14 の利活用により、校務の事務的処理や

会議などの運営の効率化に取り組み、学校業務の質的転換を図るとともに、児童

生徒に必要な指導を持続的に行います。 
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「学習用端末を活用した授業の様子（小学校）」 

 

 
「学習用端末を活用した授業の様子（中学校）」 

 

⑤ 道徳教育 

道徳的な判断力、心情、実践意欲と態度を培うため、「特別の教科 道徳」の指導

の充実を図るとともに、答えが一つではない道徳的な課題を一人一人が自分自身の

問題と捉え、向き合う「考え、議論する」道徳教育を実践します。 

また、「豊かな心と志を育む教育」を具現化するため、各学校においては、「特別

の教科 道徳」の指導を中核としながら全教育活動を通じた道徳教育の更なる充実

に努めます。 
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⑥ 人権教育の推進 

各学校においては、児童生徒の発達の段階を踏まえ、同和問題をはじめとするあ

らゆる人権問題の解決を図るための教育を推進するとともに、インターネットやＳ

ＮＳなどによるいじめを含めた人権侵害の実態把握に努め、保護者や関係機関と連

携した改善対策を推進します。 

また、教職員自らが人権感覚を磨き、様々な人権課題について認識を深め、今日

的な人権課題（障がいのある人、外国人、LGBT※15など）に対応できる実践力を付

けるための各種研修会への参加、各学校での校内研修の実施を推進します。 

⑦ 平和教育 

児童生徒の発達の段階や地域の実態を踏まえ、学校における全ての教育活動を通

して、平和で民主的な社会の形成者として必要な資質と実践的態度を育成します。 

各学校では、８月９日の「長崎原爆の日」に平和集会を開催し、平和に関する発

表や平和宣言などを行います。 

⑧ キャリア教育※16 

児童生徒が明確な目的意識を持って主体的に自己の進路を選択できる能力を身に

付けられるよう、発達の段階に応じたキャリア教育を推進します。 

⑨ 読書活動 

本市では、各学校へ市立図書館から図書館職員を週１回派遣し、読書活動の充実

に取り組んでいます。 

また、文部科学省の学校図書館図書標準に示されている蔵書数は、全ての学校が

満たしているので、今後も子どもの要望に応じた図書や豊かな心を育てるための図

書を計画的に購入し、更なる学校図書館の充実を図ります。 

⑩ 校種間の円滑な接続 

  幼保小連携を推進し、幼児期における遊びを通して培った主体性などの資質・能

力を小学校以降の教育にしっかりと引き継ぎ、伸ばします。 

今後更に遊びを中心とした幼稚園や保育園などの生活から教科学習が中心となる

小学校の生活への円滑な接続を図るため、幼保小の連携を強化していきます。 

  また、小・中学校においては、９年間を見通した教育課程の編成や学習規律を確

立します。 

⑪ 学校給食を通じた食育の推進 

児童生徒に望ましい食習慣と食に関する実践力を身に付けさせるため、栄養教諭、

学校栄養職員が各学校を巡回し、給食時間などを活用して食育指導を行います。 

また、地場産品の学校給食への活用を推進し、素麺などの郷土食材を積極的に取

り入れることで、地域の食文化への理解を深めるとともに、ふるさとを思う心を育

てます。 
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（２） 学校体育・学校保健の充実 

子どもの成長過程において、体力は欠かすことのできない重要な要素です。新体力

テストの結果などから児童生徒の実態を把握し、学習指導要領に基づいた指導を徹底

することで学校体育の充実に努めます。 

また、心と体を一体として捉え、家庭や地域、関係機関と連携して心身の健康を保

持増進する指導の充実に努めます。 

① 体力・運動能力調査の実施 

調査結果の分析を基に、各校の実態に合わせた体力向上アクションプランを作成

し、各学校のＰＤＣＡサイクルを活性化させます。 

また、生活習慣、運動習慣の改善と保護者への啓発を図り、家庭と連携して児童生

徒の体力の向上に向けた取組を推進します。 

② 体力向上支援事業等の活用 

    長崎県教育委員会が主催する「フィットネスチャレンジながさき」や「体育学習

サポーター派遣」、「元気アップファミリーフィット」などの体力向上支援事業等を

積極的に活用します。体育の授業などにおいて、仲間と協力して記録を目指したり、

専門的な指導を受けたりする活動を通して、児童生徒に運動の本質的な楽しさを味

わわせ、運動の習慣化を目指します。 

③ 中学校総合体育大会の推進 

中学生の体育の振興を図るため、南島原市中学校体育連盟に対し、環境や経費な

どの支援を行います。 

   ④ 部活動の地域移行 

    本市の部活動については、生徒数の減少や指導する教職員の負担など、課題があ

ります。今後の中学校における部活動の望ましい在り方について、「南島原市部活動

の在り方検討委員会」で協議し、令和６年度から順次、部活動の地域移行が実現で

きるように努めます。 

⑤ 感染症への対応 

    新型コロナウイルス感染症などの感染症の予防に関する正しい知識を身に付け、

実効性のある予防対策、感染拡大防止対策の実現に努めます。 

  ⑥ 性教育の充実 

    命の教育の一環として、性教育を児童生徒の発達の段階に応じた時期と内容で実

施します。実施に際しては、学校全体で共通理解を図り、保護者や地域の協力を得

ながら進めることによって、よりよい家庭や社会づくりに向けて責任ある行動を実

践することができる資質や能力を育てます。 

   ⑦ 学校保健会との連携 

学校保健安全法に定める学校における児童生徒の健康の保持増進を図るとともに、

教育活動が安全な環境において実施され、児童生徒の安全の確保が図られるよう南

島原市学校保健会と連携を取りながら、学校保健安全法の趣旨に沿った教育環境の
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整備、保健衛生活動の推進に取り組みます。 

また、南島原市学校保健会（保健主事部会、養護教諭部会）が開催する研修会に

参加し、必要に応じて指導助言を行うとともに、学校保健会を構成する医師会、歯

科医師会の研修会に参加し児童生徒の安全確保と健康づくり推進に協力します。さ

らに、学校保健委員会活動の活性化を図ります。 

 
（３） 地域に根ざした教育の推進 

総合的な学習の時間において、世界遺産学習をはじめとする「ふるさと学習」を実

施するほか、子どもたちが市の歴史や歴史遺産の価値について正しい理解を得られる

よう努めるなど、郷土に愛着と誇りを持った市民の育成を図ります。 

① ふるさと学習（郷土学習） 

各学校では、社会科や総合的な学習の時間などに、「長崎と天草地方の潜伏キリシ

タン関連遺産」の世界文化遺産（原城跡）を含む、郷土の自然や文化、歴史など（ひ

と・もの・こと）を学ぶことによって、ふるさとを心に刻み、将来何らかの形でふ

るさとに貢献しようとする人材を育成する「ふるさと学習」を計画的に実施します。 

そのような学習をサポートするため、郷土学習資料「わたしたちの南島原市」の

初版を平成２１年３月に発行し、令和４年２月に２回目の改訂を行いました。今後

も、学習指導要領の改訂に伴い、その改訂を行います。 

② 北村西望賞教育美術展の実施 

本市の出身で名誉市民である北村西望 氏の御功績を顕彰するとともに、各学校の

美術教育の振興を図り、児童生徒が美術を通じて、感性を高め、豊かな創造力を育

むことを目的とし、北村西望賞教育美術展を開催します。 

③ 古野賞科学技術展の実施 

本市の出身で名誉市民である古野清孝、古野清賢 御兄弟の御功績を顕彰するとと

もに、各学校の科学技術教育の振興を図り、児童生徒が科学や技術に興味をもって

課題解明に取り組み、科学的思考や表現力を育てることを目的とし、古野賞科学技

術展を開催します。 

 

 

「ふるさと学習（郷土学習）」       「北村西望賞教育美術展・古野賞科学技術展」 
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④ コミュニティ・スクール（学校運営協議会）※17の設置 

地域住民、児童生徒の保護者などの学校運営への参画を促進します。この取組に

より、本市の将来を担う児童生徒を地域全体で育む「地域と共にある学校づくり」

を推進するとともに、地域や子どもをめぐる課題解決のためのプラットフォーム※18

にもなり得る学校を核とした地域づくりを推進します。 

⑤ 「普賢岳噴火災害を語り継ぐ日（９月１５日）」の実施 

普賢岳噴火災害における大火砕流により、平成３年９月１５日に大野木場小学校

旧校舎が焼失しました。各学校において、毎年その日を「普賢岳噴火災害を語り継

ぐ日」として、ふるさと南島原の人たちがどんな気持ちで困難に立ち向かったか、

復興までどんなに頑張ってきたかを継承する学習活動を仕組み、その学びを防災教

育につなげます。 

 

（４） 教職員・指導者の育成 

高い専門性と豊かな人間性を持った品格ある教職員を育成するため、南島原市教職

員研修などを通して、実践的な教職員研修を行います。 

   ① 教職員研修 

本市における喫緊の教育課題や社会及び教職員のニーズに応じた実践的な研修を

通じて、高い専門性と豊かな人間性を持った教職員を育成し、学校力※19を高めます。 

② 学校訪問 

市内全ての小・中学校を３年間で訪問し、学校経営方針の着実な具現化に向けて、

学校運営、教育課程、校内研究、学習指導、生徒指導などへの指導助言を行います。 

また、必要に応じて随時訪問を行い、学校課題の解決に向けた指導助言を行います。 

③ 研究指定 

１校を２年間継続して、「生きるための学力と人間力の向上」に関する研究校とし

て指定し、教職員の指導力の向上、教育の質の向上を図っていきます。研究指定校は、

指定初年度には中間発表（校内）を行い、最終年度には研究発表会を開催して、成果

を公開し、市内外の小・中学校に研究成果の普及を図ります。 

④ 学校支援共同実施連絡協議会 

学校における事務処理の効率化と学校運営などに関する支援を行うため、市内全

ての小・中学校を３ブロックに区分し、それぞれの地区に学校の事務職員等で組織

する学校支援共同実施室を設置しています。 

この学校支援共同実施室の円滑な運営と整備、充実を図るため、学校支援共同実

施連絡協議会を定期的に開催します。 

⑤ 学校支援員の配置 

市内全ての小・中学校に各１名（計２１名）の学校支援員を配置しています。 

学校支援員は、学校の教育活動に際し、教職員の業務支援を行うことで、教職員

が児童生徒への指導や教材研究などに今まで以上に尽力できるようにします。 
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【目標とする指標】 

指  標  名 令和４年度 令和１０年度 

市学力調査のすべての学年の全ての調査で全国

平均以上の正答率の学校数 
０校 １０校 

英検及び英検Jr.学校版受験者数の割合（小学校） ５％ ８％ 

英検受験者数の割合（中学生） ３２％ ４０％ 

英検3級以上の英語力を有する生徒の割合 

（中学校卒業時） 
４８％ ６０％ 

PC、タブレット※20などのICT機器を活用した学

習をほぼ毎日している児童の割合 

（全国学力・学習状況調査児童質問紙より） 

１３％ １００％ 

PC、タブレットなどのICT機器を活用した学習

をほぼ毎日している生徒の割合 

（全国学力・学習状況調査生徒質問紙より） 

１３％ １００％ 

将来の夢を持っている児童の割合 

（全国学力・学習状況調査児童質問紙より） 
６８％ ９０％ 

将来の夢を持っている生徒の割合 

（全国学力・学習状況調査生徒質問紙より） 
４４％ ８０％ 

教育課程に関する幼保小連携の実施校数 

（小学校） 
３校 １３校 

教育課程に関する小・中連携の実施校数 

（小・中学校） 
１０校 ２１校 

県主催体力向上支援事業等の活用校数 ４校 １０校 

部活動の地域移行の割合 ０％ １００％ 

「ふるさと学習連携カリキュラム」の作成及び実

践校数             （小・中学校） 
０校 ２１校 

北村西望賞教育美術展の出展の割合 ４５％ ５５％ 

古野賞科学技術展の出展の割合 ６９％ ８０％ 

学校運営協議会を設置した学校数 

（コミュニティ・スクール） 
２校 １２校 
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２ 学校生活・就学支援 〔5-1-4〕 

【現状と課題】 

本市の小・中学校において、特別な配慮を要する児童生徒の割合は増加傾向にあり、

特別支援学級の増設及び通級指導教室※21の新設、通常学級における複数による指導によ

って多様な教育的ニーズへの対応に努めています。 

また、令和３年度の本市において、病気以外で年間３０日以上欠席した児童生徒、い

わゆる不登校の児童生徒は３８名（小学生7名、中学生31名）で、全児童生徒の約1.2％

（小学校0.4％、中学校2.9%）になります。この割合は全国（小学校1.3％、中学校5.0％）

や県（小学校1.1％、中学校4.9％）と比べると少ないですが、大きな課題となっていま

す。この課題の改善に向けて、各学校においては、児童生徒及びその保護者に寄り添っ

た教育の実践に努めています。本市教育委員会は、県や関係機関と連携してスクールカ

ウンセラー※22やスクールソーシャルワーカー※23の配置や派遣を行うなど、様々な課題

を抱えた児童生徒及びその保護者に対する教育相談体制の整備に努めています。 

他方、経済的な理由により就学が困難と認められる学齢児童生徒の保護者に対して、

義務教育の円滑な実施を目的として就学援助を行います。また、地理的な理由によって

就学が困難な児童生徒に対して、遠距離通学支援を行います。 

さらに、本人や保護者との教育相談体制を充実させるとともに、中学生の進学にあた

っては、高等学校などとの連携を強化していきます。 

 

【具体的な取組】 

（１） 学校生活の支援 

児童生徒の不登校などの未然防止や悩みの軽減のため、心の教室相談員や適応指導

教室※24施設相談員を配置するとともに、特別支援教育助手を配置することで、子ども

に寄り添う教育の充実に努めます。 

また、就学時健康診断により児童の身体状況を的確に把握し、進級に応じた健全な

身体の成長を見守りながら、学校生活での健康管理と生活指導に努めます。 

① 就学相談の実施 

障がいのある幼児、児童生徒の就学及び教育の在り方について、県教育委員会及

び特別支援学校の支援を受けながら相談業務を行い、保護者に対して助言を行いま

す。 

② 就学時健康診断の実施 

就学予定者の健康診断や面談を通して、心身の状況を的確に把握するとともに、

保護者に対して就学にあたっての必要な勧告や助言を行います。 

③ 教育支援委員会の設置 

心身に障がいのある幼児、児童生徒に対し、それぞれの特性に応じた教育が受け     

られるよう、障がいの状態、保護者の意見や専門家の意見などを踏まえた総合的な

観点から、就学支援の適正を図ります。 
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④ 特別支援教育助手の配置 

各学校の特別支援学級及び通常学級に在籍する特別な配慮を要する児童生徒に、

一人一人のニーズに応じた指導と支援の充実を図るため、特別支援教育助手を配置

します。 

⑤ コーディネーター研修会の実施 

各学校の特別支援教育コーディネーター※25を対象とした研修会を実施し、コーデ

ィネーターとしての資質向上に努めるとともに、各学校における特別支援教育に関

する研修や教職員で構成する校内委員会の充実を図ります。 

⑥ 心の教室相談員の配置 

児童生徒が気軽に相談室を訪れて話をしたり、活動を共にしたりすることで、悩

みやストレスを解消する手助けをする心の教室相談員を、必要に応じて各学校に配

置します。 

また、定期的に心の教室相談員連絡協議会を開催して、児童生徒への対応の仕方

や保護者、教職員などとの連携の方法について研修する機会をつくります。 

⑦ 南島原市適応指導教室（つばさ）の運営 

適応指導教室に指導員を配置することにより、心理的、情緒的な理由によって登

校できない状態にある児童生徒に対して、個別や小集団での相談、指導を通して、

学校への復帰や社会的な自立を目指した支援を行います。 

⑧ スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置 

県教育委員会が任用するスクールカウンセラーを各学校に配置し、児童生徒の悩

みの解決やストレスの軽減などに資するようにします。また、同じく県教育委員会

が任用するスクールソーシャルワーカーを各学校に派遣し、必要な支援ができるよ

うにします。スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーが児童生徒や保

護者、教職員の相談対応や助言を行うとともに、心の教室相談員や教職員と連携す

ることで、より充実した相談体制の整備を目指します。 

 

「南島原市適応指導教室（つばさ）」 
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（２） 就学への支援 

子どもたちの就学に関し、安心して勉学に励むことができるよう、遠距離通学者や

自転車通学者への通学支援、経済的な理由によって就学が困難な世帯への給食費や学

用品費などの援助を行います。 

① 就学援助 

本市に住所を有し、本市の小・中学校に在籍する児童生徒の保護者で、経済的な

理由により就学が困難な者に対し、学用品費、修学旅行費、校外活動費、学校給食

費などを心配することなく義務教育が受けられるよう、就学援助制度の適正な実施

に努めます。 

② 遠距離通学支援 

小学校統合（分校の本校併合を含む）により児童が遠距離通学となる場合、通学

に伴う「負担軽減」と「安全確保」を図るため、スクールバスを利用できるものと

します。また、公共交通機関を利用して遠距離通学をする児童生徒の保護者の負担

軽減を図るため、通学費補助金を交付します。 

   ③ 給食費の補助 

    市内の子育て世帯への支援として、本市の小・中学校に３人以上の児童生徒が在

籍する世帯に対して、３人目以降の児童生徒の給食費を全額補助します。 

 

（３） 高等学校教育・高等教育への支援 

経済的な理由で就学が困難な学生に対して学資を貸与し就学を支援することで、将

来、社会に貢献できる有能な人材を育成します。 

① 奨学資金貸付金 

学習意欲に富み、優れた資質を持ちながら、経済的理由により就学が困難である

学生に対して奨学資金を無利子で貸与し、就学の支援を行います。 

奨学資金の運用については、償還金の確実な回収や延滞の防止及び延滞の長期化

を防ぐため、未納対策を実施して円滑な運用に努めます。 

   ② 奨学資金償還補助金 

若者の定住促進を図るため、本市の奨学資金を借りて学校を卒業した後、市内に

居住し、就労しているなどの条件を満たした人に対して、償還した奨学金の３分の

２以内の金額を補助金として交付します。 

 

【目標とする指標】 

指  標  名 令和４年度 令和１０年度 

特別支援教育助手配置数 ３８人 ４３人 

不登校児童生徒数の割合 １．８％ ０．８％ 

奨学資金償還補助金新規交付者数 ６人 ７人 
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３ 教育環境の整備 〔5-1-3〕 

【現状と課題】 

学校教育においては、児童生徒が集団の中で多様な考えに触れ、認め合い、協力し合

い、切磋琢磨することを通じて一人一人の資質や能力を伸ばしていくことが重要であり、

小・中学校では一定の集団規模が確保されていることが望まれます。しかしながら、少

子化の進行により、学校の小規模化に伴う教育上の諸課題がこれまで以上に顕在化する

ことが懸念されることから、少子化に対応した活力ある学校づくりのための方策を継続

的に検討し、実施していくことが求められています。 

学校は、学習の場であると同時に、児童生徒と教職員が一日の大半を過ごす生活の場

であることから、安全・安心、快適な環境が確保されなければなりません。現在、実施

している非構造部材※26の耐震対策をはじめ、照明のLED化、トイレの洋式化を進めます。 

また、学校給食調理場については、これまでのセンター方式調理場６か所、自校方式

調理場１か所の計７か所の調理場体制から、令和３年９月に供用開始した集中型学校給

食共同調理場（南島原市学校給食センター）１か所の調理場体制に改善し、安全・安心

で均一な学校給食の提供を行っています。 

 

【具体的な取組】 

（１） 適正規模・適正配置の推進 

児童生徒の学校生活における教育環境の平準化、集団生活能力の向上などを図るた

め、保護者や地域住民と共通理解を図りながら、小中一貫教育、義務教育学校の設置

を含めた適正規模・適正配置の検討を進めます。 

① 適正規模・適正配置事業 

児童生徒数などの情報を積極的に公表し、適正規模・適正配置の議論を促進する

とともに、保護者や地域住民の意向を踏まえて、適正規模・適正配置の在り方の検

討を進めます。 

 

（２） 学校施設の充実 

   子どもたちが安全で快適に学習に取り組むことができるよう、学校施設の計画的な

整備、非構造部材の耐震化や改修、適切な維持管理に努め、ICTの活用などによる学習

能力を高めるための環境づくりを推進します。 

① 学校施設の耐震化工事 

耐震診断の結果、補強が必要とされた校舎、屋内運動場については、耐震化計画

に基づき耐震補強及び改築工事を実施し、平成２６年度に耐震化を完了しました。 

今後は、非構造部材についての耐震対策を進めていきます。 

   ② 学校施設整備・改修事業 

学びの場としての学校施設の安全点検と環境づくりに努めるとともに、市内全施

設の劣化状況や破損状態及び危険度を定期的に把握し、適切な修繕や改修工事を計

画的に行います。 

また、年々老朽化する学校施設の整備に要する財源確保のため、平成２９年度に
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南島原市学校施設整備基金を創設しました。 

今後も、学校施設の改築工事、長寿命化改修工事、大規模改修工事などの財源と

して計画的に活用していきます。 

③ ICT機器活用環境の整備 

児童生徒の学習効果を高めるために、ネットワーク環境の整備、拡充に努め、ICT

機器の活用を促進します。 

 

 

「電子黒板を活用した授業の様子」 

④ 学校給食センターの円滑な運営 

令和３年９月に供用開始した集中型学校給食共同調理場（南島原市学校給食セン

ター）において、新学校給食衛生管理基準（平成２１年施行）に適合した施設及び

衛生管理のもと、全ての児童生徒に安全・安心で均一な学校給食の提供を行います。 

南島原市学校給食会と連携を図り、アレルギー対応、異物混入などの未然防止、

食育推進に加え、施設見学の受け入れ、試食の機会の提供など学校給食に関する相

互理解を図り、施設の円滑な運営を行います。 

 

 

「南島原市学校給食センター」 
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（３） 子どもたちの安全確保 

学校施設において、落下物や転倒物などから子どもたちを守るため、チェックリス

トを活用した安全点検を各学校へ呼びかけます。 

全国的に不審者の学校侵入事案が発生していることから、侵入防止対策を講じます。 

また、関係機関と連携し、通学路の安全確保や児童生徒の心身の健全な育成に資す

る活動の推進に努めます。 

① 学校施設安全点検 

学校保健安全法第２７条に基づく安全点検時に、平成２７年３月改訂版の「学校

施設の非構造部材の耐震化ガイドブック(改訂版)」を活用した取組を行うよう、各学

校へ呼びかけ、学校現場で判断することが困難な場合は、学校と一緒に点検を行い、

安全確保を図ります。 

   ② 防犯カメラの設置 

    不審者の学校侵入防止対策の強化を図るため、令和７年度までに全ての小・中学

校へ防犯カメラを設置します。 

③ 通学路の安全点検の実施 

平成２６年１２月に策定（平成３１年４月に改訂）された「南島原市通学路交通

安全プログラム」に基づき、学校及び関係機関とともに通学路の合同安全点検を実

施し、児童生徒が安全に通学できるよう、自転車歩行者専用道路の活用促進も含め、

通学路の安全確保を図っていきます。 

 

 

「自転車歩行者専用道路を活用した通学の様子」 

 

 

【目標とする指標】 

指  標  名 令和４年度 令和１０年度 

防犯カメラ設置校数 ４校 ２１校 
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第２節 社会教育の推進 【2-2】【5-1】【5-2】 

 

１ 学習機会の充実  〔5-1-1〕〔5-2-1〕 

【現状と課題】 

本市の社会教育では、生涯の各時期に応じた学習機会の充実、適切な情報提供をはじ

め、生涯にわたる学習を通して、心豊かな潤いのある生活や、楽しく生きがいのある生

活が送れるような社会づくりを目指した事業を行っています。今後は、公民館講座等の

学習活動の機会と内容の充実を図るとともに、各地区での地域課題に即した講座や人づ

くり・地域づくりにつながる学習会を企画するなど、引き続き公民館本来の役割を考え

た事業の実施に努める必要があります。 

また、社会教育の拠点施設である公民館・市民会館・図書館の快適性や機能の充実を

図るとともに、老朽化した施設については点検・診断を行い、施設の改修計画及び社会

教育施設の適正配置の見直しを図ります。また、社会教育施設の利用促進、地域の施設

を拠点とした各種講座等のさらなる充実を図る必要があります。 

 

【具体的な取組】 

（１） 学びの場の提供 

   誰もが楽しく主体性を持って学ぶことができるよう、多くの市民が参加できる講座の

開催や、各世代のニーズに応じた学習プログラムの構築、市内関係団体との連携などに

より、多種多様な学習機会の充実に努めます。 

特に若い世代や子育て家庭が親子で参加しやすい学びの場づくりに努めます。 

   ① 公民館講座 

誰もが楽しく主体性を持って学ぶことができるよう、多くの市民が参加できる講

座を開催し、市内関係団体と連携して多種多様な学習機会の充実に取り組みます。 

また、近年、社会的に関心のあるeスポーツ※27を取り入れた学習プログラムの構

築を図ります。 

② 家庭教育支援の充実 

子どもと親の育ちを豊かに支えるため、家庭教育支援コアサポーター※28を活用し

た、「初ママプログラムはじめのいっぽ」「親子ふれあいプログラムにほ・さんぽ」

を実施し、０歳児からの読み聞かせや乳児とのふれあい方の実技、おしゃべり交流

会を行います。また、小・中学校保護者懇談会などへファシリテーター※29が出向き、

「生活習慣について」、「上手なほめ方・しかり方」など子どもの成長段階に応じた

学習プログラムを活用して、学びの機会の充実を図ります。 

また、子育てサロンの家庭教育支援員や地域の子育て支援者（保護者支援士※30）

が不安や悩みを抱く子どもと保護者などの相談に対応するための体制づくりに取り

組みます。 
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「家庭教育支援の充実（初ママプログラムはじめのいっぽ講座）」 

 ③ 地域人材の育成 

地域で支える体制づくりのために核となる人材として、「家庭教育支援コアサポ

ーター」の資質向上、子どもの発達段階に応じた「南島原市家庭教育支援プログラ

ム」（ＭＦＰ）を展開・進行するためのファシリテーターを養成し、家庭の教育力

向上を図ります。 

そして、家庭教育の不安や悩みを抱える家庭に対して、寄り添ったサポートを可

能とするため、保育園・認定こども園等と連携し、大学等専門機関の協力のもと、

本市独自の「保護者支援士」を養成します。 

 

 
「地域人材の育成（家庭教育支援コアサポーター講座）」 
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（２） 図書館活動の充実 

市立図書館と学校図書館、保育園、幼稚園、認定こども園が連携した書籍による読

書教育をはじめ、ホームページによる図書館情報の提供、予約受付など、さらなる利

用環境の充実に努めます。 

また、読書サポーターの養成講座、図書館友の会への支援により、生涯学習社会に

応えた図書館ボランティアの育成に努めます。 

① 子ども読書活動推進事業 

学校図書館に市立図書館の職員を派遣し、読書指導計画などについて情報を共有

し、資料の団体貸出・特別貸出やレファレンスサービス※31、資料選択をはじめと

する学校図書館運営への助言ができる体制づくりに取り組み、子どもの読書活動を

推進します。 

② 読書サポーター養成事業 

市立図書館や学校図書館における各種事業や、保育園などにおいても、積極的な

ボランティアの活用が求められており、子ども読書活動に関わる人材の育成を図り

ます。 

 

「図書館活動の充実」 

 

（３） 地域交流活動拠点施設の活性化 

地域が抱える課題の解決に向けた住民自治力と地域力向上の必要性を考えるため

の地域活性化フォーラム「地域の力を考える集い」を開催し、地域交流活動の拠点施

設である公民館を核とした地域づくりに取り組みます。 

① 地域活性化フォーラムの開催 

「住み続けたい」ふるさとづくりのために、市民一人一人が地域を見つめ直す機

会として「地域活性化フォーラム」を開催し、持続可能な組織づくりに取り組みま

す。 
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（４） 生涯学習施設の維持管理 

地域交流の活動拠点となる公民館や市民会館、図書館など、社会教育施設の適切な

維持管理に努めます。 

① 社会教育施設の整備 

南島原市公共施設等総合管理計画に基づく個別施設計画により、市民が安全・安

心に利用できるよう、快適性や機能充実を図るとともに、老朽化施設について、計

画的な整備を行います。 

② 社会教育施設の適正配置 

公共施設等総合管理計画に基づく個別施設計画により、地区公民館等の管理の見

直しを図ります。 

 

（５） 教育DXの推進・デジタル人材の育成 

生涯学習において、オンライン講座の開催などによる利便性の向上や学習履歴の可

視化におけるデジタル技術の活用の推進に努めます。また、社会教育施設におけるデ

ジタル基盤の強化やデジタル教育の充実に努めます。 

① 公民館講座等のデジタル活用推進 

公民館講座等を自宅などで気軽に受講できるよう、オンライン講座を実施し、遠

隔による学びの情報提供を推進します。併せて、スマートフォン等を活用するため

の講座を実施します。 

   ② 図書館のデジタルライブラリー事業の推進 

電子書籍をパソコンやスマートフォンで閲覧できるサービスや来館しなくても新

規利用登録ができるシステムの導入など、サービスの向上に努めます。 

   ③ 社会教育施設管理DXの推進 

    社会教育施設利用の利便性の向上のため、オンライン予約システムの導入に取り

組みます。 

 

 

 

 

【目標とする指標】 

指  標  名 令和４年度 令和１０年度 

公民館講座・高齢者学級の開催数 １２６回 １３０回 

親学び・親子学び・子学び講座回数  ４６回 １００回 

保育園・幼稚園・認定こども園連携事業数 ５事業 ３１事業 

地域活性化フォーラム「地域の力を考える集

い」参加者数 

R4年度未実施 

（R元年度202人） 
３００人 
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２ 青少年の健全育成 〔5-2-2〕 

【現状と課題】 

青少年の健全な育成のための取組として、地域の人材や自然を生かした放課後子ども

教室などの実施による郷土愛の醸成や青少年育成市民会議、子ども会などの関係団体の

様々な活動に対して支援を行っています。 

今後は、一人一人の人権が尊重される差別のない社会をつくるために、市民と行政が

共に考え、実践する学習を推進する必要があります。 

 

【具体的な取組】 

 （１） 青少年の健全育成 

郷土愛に富んだ子どもを育て、青少年の健全育成や非行防止を推進するために「コ

コロねっこ運動」に取り組んでいます。通学合宿や放課後子ども教室などの家庭・学

校・地域の連携・協働による地域の特色を活かした取組を支援するとともに、青少年

育成市民会議や子ども会活動のさらなる充実を図ります。 

① 放課後子ども教室推進事業（寺子屋２１） 

家庭・学校・地域が連携・協働しながら、平日の放課後や週末に開催している地

域の人材や自然を活かした地域子ども教室をはじめ、子どものニーズに応じた豊か

な学びや体験活動の充実を図ります。 

② 通学合宿事業 

地域の異年齢の子どもたちが、公民館などで共同生活をしながら通学を行うこと

で、家庭の大切さを自覚し、自主性や協調性を身に付けるとともに、保護者は家庭

教育の在り方を見つめ直す機会とします。 

また、学校支援会議等と連携し、事業に地域住民の参画を得ることで、子どもを

核とした温もりのある地域づくりを図ります。 

   ③ 地域学校協働活動推進事業 

地域とともにある学校づくりの実践に向けた基盤となる体制を構築するために、

学校教育課所管「学校運営協議会（コミュニティ・スクール）」の設置と合わせて

生涯学習課所管「地域学校協働本部※32」の組織体制を構築し、持続可能な組織づく

りと様々な教育支援活動を行います。 

④ 人権教育推進事業 

人権教育に関する講演会・学習会・出前講座を開催し、市民と行政が共に考える

学習を推進します。 

⑤ 高校生キャリア教育事業 

    市内高校生を対象に社会人に通じるコミュニケーション力や、個性を活かす自己

プレゼン法といったプログラムに取り組みます。 
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「放課後子ども教室推進事業（寺子屋２１）」 

 

「通学合宿事業」 

 

「地域学校協働活動推進事業」 

 

【目標とする指標】 

指  標  名 令和４年度 令和１０年度 

放課後子ども教室（寺子屋21）の延べ参加数  ８８２人 ２，０００人 

通学合宿の実施小学校数 
R4年度未実施 

（R元年度9校） 
12校 
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３ 文化・芸術の振興 〔2-2-1〕 

【現状と課題】 

文化・芸術の振興を図るためには、文化・芸術団体の育成と活動を支援するとともに、

地域の優れた文化・芸術など本市の魅力を広く国内外へ発信するための、歴史的文化遺産

や芸術資産を活用した事業の展開が求められています。 

また、本市は、日本を代表する彫刻家である北村西望 氏の故郷であり、日本で最初に銅

版画が制作されたまちでもあります。今後も先人の業績を顕彰するとともに、舞台芸術や

展覧会など、多様で優れた文化・芸術に触れる機会の拡大に努める必要があります。 

今後は、市民ニーズに沿った文化・芸術への鑑賞・参加機会の充実を図り、地域の文化・

芸術の向上と豊かな地域づくりの推進に努めていくことが求められています。 

 

【具体的な取組】 

（１） 文化・芸術への鑑賞・創造・参加機会の充実 

多くの市民が、多様で優れた文化・芸術に触れることができる機会を提供するととも

に、文化・芸術活動の振興を図り、地域の文化・芸術の向上と豊かな地域づくりの推

進に努めます。 

特に、次代を担う子どもたちの創造性を育むため、多くの文化・芸術と触れ合う機会

を提供します。 

① 芸術文化振興事業 

多くの市民に親しまれる本物の舞台芸術や展覧会などの鑑賞機会を提供し、文

化・芸術の振興と豊かな地域づくりの推進に努めます。 

   ② 子ども芸術鑑賞事業 

学童期・青年期の多感な時期に、様々な舞台芸術の鑑賞機会を提供し、豊かな感

性を育みます。併せて、青少年の文化活動の推進を図ります。 

 

（２） 本市の魅力を高める文化・芸術活動の振興 

文化・芸術団体などの育成と活動を支援するとともに、市民自らがより意欲的に文

化・芸術活動に取り組む環境づくりに努めます。 

また、本市の歴史的文化遺産や芸術資産などを活用した事業を実施し、創造性豊か

で潤いと活力に満ちたまちづくりに努めます。 

① 文化団体育成支援事業 

文化・芸術活動の推進を図るため、活動を行う個人または団体の活動を支援しま

す。 

② セミナリヨ現代版画展開催事業 

本市は日本人の手によって日本最初の銅版画が作成されたまちであり、４００年

以上前に有家セミナリヨで作成された銅版画「セビリアの聖母」や「聖家族」が実

在し、長崎県の貴重な宝となっています。この歴史的文化遺産を本市の誇りとし、

先人の国際性豊かな向上心や情熱を現在の人づくり・町おこしに活かすため、全国

から応募作品を集めたセミナリヨ現代版画展を開催します。 
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「セミナリヨ現代版画展（作品講評会）」 

 

（３） 市民文化・芸術活動の推進 

本市の優れた文化・芸術を広く国内外へアピールするため、銅版画「セビリアの聖

母」や北村西望 氏などの歴史的文化遺産や芸術資産を活用した事業を実施するととも

に、地域交流活動拠点施設「アートビレッジ・シラキノ」で、市民と文化・芸術をつ

なぐ、地域づくり・人づくりに努めます。 

① アートビレッジ・シラキノ事業 

廃校となった旧白木野小学校の再活用を行い、文化・芸術を核とした地域交流拠

点施設とし、若手芸術家を招へいするアーティスト・イン・レジデンス事業を毎年

２回実施します。地域や国籍を越えて芸術家が共に創作活動を行うことで若手芸術

家の発掘、育成を図ります。 

また、創作活動の支援と地域社会との文化的交流事業を積極的に行い、創造性豊

かな地域づくり・人づくりに努めます。 

 

（４） 伝統文化・伝統芸能の保存と継承 

歴史的・文化的に価値ある伝統文化や伝統芸能を正しく後世に伝えるとともに、市

民がふるさとの歴史や文化に誇りと愛着が持てるよう、郷土の文化・芸能を学ぶ機会

に加え、動画などを活用したPR活動などの取組を進めます。 

また、各地域に伝わる独自の伝統文化や伝統芸能の継承と発展を図るため、後継者

の育成や郷土芸能保存継承団体への支援を行います。 

① 郷土芸能保存継承支援事業 

郷土芸能の継承と育成を図るため、各保存会などの活動を支援します。 
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「アートビレッジ・シラキノ事業（ギャラリートーク）」 

 

    

「アートビレッジ・シラキノ事業（ワークショップ）」 

 

 

【目標とする指標】 

指  標  名 令和４年度 令和１０年度 

舞台芸術イベントの参加率 ３１．７％ ９０％ 

子ども芸術鑑賞イベントの参加率 ９７．２％ １００％ 

文化協会会員数 １，７９２人 ２，０００人 

セミナリヨ現代版画展の応募作品数 ９，０８８点 １０，０００点 

アートビレッジ・シラキノ施設入館者数 １，８６５人 ２，５００人 

郷土芸能保存会団体数 １３団体 １５団体 
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第３節 スポーツの振興 【5-3】 

 

１ 生涯スポーツの推進 〔5-3-1〕 

【現状と課題】 

余暇社会、長寿社会の到来により、市民のニーズも多様化し、これまでの競技スポー

ツに加えて生涯スポーツに対する意欲は一層高まっており、スポーツを通じた健康づく

りが求められています。 

本市では、スポーツ教室の開催や原城マラソン大会などの各種スポーツイベントを通

して、市民の体力増進とスポーツ人口の増加を目指します。 

  また、南島原市多目的運動広場をはじめとする社会体育施設を活用し、本市の競技ス

ポーツと生涯スポーツの育成、更には交流人口の拡大を図ります。 

 

 

 
「南島原市多目的運動広場」（愛称：Arrivo！南島原） 

 

 

【具体的な取組】 

（１） 生涯を通じたスポーツの推進 

   市民が生涯を通じて何らかのスポーツに取り組み、健康で生きがいのある人生を送

れるよう、市内関係団体と連携し、スポーツ活動に幅広い世代が日常的に参加できる

環境づくりに取り組みます。 

① 南島原市スポーツ協会との連携 

    スポーツ競技の普及・振興及び競技力の向上を図るため、南島原市スポーツ協会

と連携して、各種事業や研修会・講習会などを開催します。 
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② 南島原市スポーツ推進委員会との連携 

本市における生涯スポーツの振興や市民の健康・体力づくりを推進するために、

南島原市スポーツ推進委員会と連携し、地域におけるスポーツイベントや成人を対

象とした新体力テストを実施します。 

また、スポーツ推進委員の研修を実施し、資質の向上を図ります。 

   ③ 総合型地域スポーツクラブ「ＴＥＡＭひまわり」との連携 

    子どもの体力低下や運動離れなど、子どもを取り巻く環境の変化や高齢化社会に

伴う運動に対するニーズの多様化など、時代と共に変化するスポーツ環境に柔軟に

対応するため、「TEAMひまわり」と協働し、スポーツによる地域課題の解決に向け

た取組を行います。 

④ 部活動の地域移行 

今後の中学校における部活動の望ましい在り方について、「南島原市部活動の在り

方検討委員会」で協議し、令和６年度から順次、部活動の地域移行が実現できるよ

う、地域スポーツクラブの支援を進めます。 

⑤ 各種スポーツ大会運営費等支援事業 

市内の町単位で実施される体育祭や社会体育振興会などの自主運営によるスポー

ツ大会に対して支援を行い、市民のスポーツ普及及び地域振興を図ります。 

 

（２） 各種スポーツ教室の実施 

市民の健康・体力づくりに向けて、誰もがスポーツや健康づくりに親しめるように、

スポーツ活動への参加を促進する機会の提供を目的に各種スポーツ教室を実施します。 

① 小学生水泳教室の実施 

泳げない子どもが増加している中で、水泳の基礎的な技術を指導し、水泳能力の

向上と水難事故防止を図り、健全な心身の育成を目指します。 

   ② マリンスポーツ教室の実施 

    故郷の美しい海を体験できるサップ教室やカヌー教室などをB＆G海洋センター

を拠点に開催し、本市の自然環境を活かしたマリンスポーツの普及を図ります。 

③ 自然体験事業の実施 

    本市の豊かな海や山などの自然を楽しむ体験活動を通して、地域の人との関わり

と郷土愛の醸成を図ります。 
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「マリンスポーツ教室」 

 

 

「自然体験事業」 

 

（３） シニアスポーツの推進 

   市スポーツ協会と市内関係団体が連携した、楽しく運動習慣が身につくスポーツや

運動教室を展開することで、生涯スポーツの推進と健康長寿社会を目指します。 

   ① シニア向け運動教室の実施 

    シニアの方が気軽にできるスポーツやレクリエーションなどの運動教室を実施し

て、スポーツ活動への参加を促すとともに、健康・生きがいづくりの推進を図りま

す。 
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（４） スポーツにおけるＤＸの推進 

   スポーツにおいてＤＸを導入することで、様々なスポーツに関する知見や機会を市

民・社会に提供することを可能とし、スポーツを「する」「みる」「ささえる」の実効

性を高めます。 

   ① ｅスポーツの推進 

    誰もが参加しやすいｅスポーツの機会を提供し、コミュニケーションを促進して

世代間交流を図ります。 

   ② 社会体育施設管理DXの推進 

    社会体育施設利用の利便性の向上のため、オンライン予約システムの導入に取り

組みます。 

 

（５） 各種スポーツクラブ等の育成 〔5-1-2〕 

市スポーツ協会や総合型地域スポーツクラブと連携して社会体育の指導者やスポー

ツクラブの育成を行い、競技力の向上及び児童生徒の健全な育成と体育・スポーツの

振興を図ります。 

① 小中学生スポーツ大会出場支援事業 

小・中学校の児童生徒を対象として、県大会、九州大会及び全国大会などの各予

選を経て出場する各種大会に参加する経費の一部を補助金として交付し、社会体

育・スポーツの振興を図ります。 

② 小学校社会体育活動支援事業 

児童で組織するクラブ活動に対して、運営を支援するための補助金を交付し、児

童の健全な育成と社会体育活動の振興を図ります。 

 

 

 

 

【目標とする指標】 

指  標  名 令和４年度 令和１０年度 

体力・運動能力調査参加者数 ３８人 ６０人 

スポーツ教室・体験事業開催数 
R4年度未実施 

（R３年度３回） 
５回 

水泳教室の参加率（小学3年生以上） 8％ 20％ 

マリンスポーツ教室参加者数 １５６人 ２００人 

小中学生スポーツ大会出場数 ２１回 ４０回 

小学校社会体育活動支援団体 ３６団体 ４０団体 
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２ スポーツ力の強化 〔5-3-2〕 

【現状と課題】 

本市では、市スポーツ協会を通じて各競技団体への活動支援を行い、市スポーツ協会

が主催する講習会や大会を開催することにより、競技力の向上が図られています。 

  しかしながら、少子高齢化と人口減少による競技人口の減少がみられ、いかにして競

技の普及とともに競技人口を増やすかが課題となっています。 

また、スポーツ環境の充実のため、社会体育施設の維持管理の徹底と、南島原市公共

施設等総合管理計画に基づく個別施設計画により整備を進める必要があります。 

 

【具体的な取組】 

（１） スポーツイベントの実施  

原城マラソン大会をはじめとした各種スポーツイベントを通じて、市民がスポーツ

に親しむ環境を提供し、市民の体力増進とスポーツ交流人口の拡大を目指します。 

また、自転車歩行者専用道路を活用したスポーツイベントなどについて検討します。 

① 市民スポーツ大会の実施 

本市の競技スポーツの祭典として実施し、市スポーツ協会と連携し、各競技団体

の競技力の向上を目指します。 

② 原城マラソン大会の実施 

世界文化遺産に登録された史跡「原城跡」を周回するコースで実施し、市内の子

どもたちの競技力の向上と生涯スポーツとしての日常化を図ります。 

また、広く市外からも参加者を募り、スポーツによる地域活性化を図ります。 

③ スポーツ専門指導員育成講習会や講演会の開催 

    市内のジュニアから一般の指導者を対象に、トレーニング方法や障害ケア、栄養

学に関する講習会やスポーツ講演会を実施し、指導者の資質向上と育成を図ります。 

 

（２） 社会体育施設の整備 

   市民が安全・安心に、快適に社会体育施設を利用できるように、その維持管理に努

めます。また、利用頻度が低い施設は、利用者の理解を得ながら統廃合に取り組みま

す。 

  ① 社会体育施設の整備・管理 

市民がスポーツに親しむ環境づくりに、社会体育施設の充実は必要不可欠であり、

安全性や利便性を損なわないように維持管理の充実を図ります。 

また、大規模な改修や機能性向上のための整備は公共施設等総合管理計画に基づ

く個別施設計画により行います。 

② 社会体育施設の活用 

    南島原市多目的運動広場や有家総合運動公園などの施設の活用を図り、併せて、

スポーツによる交流人口の拡大に努めます。 
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「原城マラソン大会」 

 

 

「スポーツ講演会 葛西紀明氏」 

 

 

【目標とする指標】 

指  標  名 令和４年度 令和１０年度 

市民スポーツ大会参加者数 １，２３６人 ２，６００人 

原城マラソン大会参加者数 ７８４人 ２，０００人 

南島原市多目的運動広場利用者数 ４０，４３３人 ４５，０００人 
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第４節 文化財の保護と活用 【2-1】 

 

１ 歴史・文化財の保護と保存整備・活用 〔2-1-1〕 

【現状と課題】 

本市は長い歴史と貴重な文化財を有しています。その中でも特に縄文時代から弥生時

代にかけての遺跡や、１６世紀後半から１７世紀前半にかけてのキリシタン関係の文化

財は市の歴史を特徴付けるものです。文化財は国民共有の財産であり、これらを適切に

保護及び保存し、継承していくために、文化財の指定、管理、整備、公有化、発掘調査

などを計画的に進めていく必要があります。 

 

【具体的な取組】 

（１） 「原城跡」・「日野江城跡」の保存整備 

世界文化遺産である「原城跡」及び関連資産「日野江城跡」を後世へ継承するため、

史跡の保存管理と整備を行います。 

また、国指定史跡「原城跡」、「日野江城跡」については、史跡内の公有化を進め保

護管理に努めます。 

① 原城跡保存整備事業 

「史跡原城跡 保存活用計画」及び「史跡原城跡 整備基本計画書」に基づき、原

城跡の保存並びに活用整備事業を行い、保護と公開活用を図ります。 

令和１２年度を目途に石垣などの遺構保護、雨水排水整備、見学者のための便益

施設の整備などを行います。 

同時に、調査の進んでいない本丸地区以外での確認調査も実施します。 

② 日野江城跡保存整備事業 

「史跡の保存管理計画書」及び「史跡日野江城跡整備基本計画」に基づき、日野

江城跡の中核をなす地区、本丸と二ノ丸の整備を優先的に進め、保護と公開活用を

図りました。 

今後は法面崩落対策として雨水排水整備を行うとともに、管理用道路の整備につ

いても検討し、史跡の整備と保護に努めます。 

③ 指定文化財公有化事業 

   ア 原城跡公有化事業 

史跡「原城跡」は、昭和１３年５月３０日に国指定史跡となり、昭和５４年度

から公有化事業に着手しました。約４８６，０００㎡のうち、約３３６，４００

㎡を公有化（公有化率 69.2％）しています。今後も史跡の適切な保存管理を図

るため公有化を進めます。 

イ 日野江城跡公有化事業 

史跡「日野江城跡」は、昭和５７年７月３日に国指定史跡となり、昭和５８年

度から公有化事業に着手しました。約12６，７００㎡のうち、約８０，３００㎡

を公有化（公有化率 63.4％）しています。今後も史跡の適切な保存管理を図る

ため公有化を進めます。 
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（２） 市内文化財の保存整備 

市内の貴重な文化財に対しては、開発行為によって埋蔵文化財が損なわれることの

ないよう周知するとともに指導を行います。 

また、特に価値の高い文化財については、指定文化財とするなど、適切な保存管理

に努めます。 

① 埋蔵文化財発掘調査事業（開発事業） 

開発行為が埋蔵文化財に影響を与えるか判断するために、試掘、範囲確認、内容

確認などの調査を実施します。その結果、埋蔵文化財に影響があると判断した場合

は、記録として保存するための本発掘調査を実施し保護に努めます。 

② 埋蔵文化財発掘調査事業（学術目的） 

縄文時代から弥生時代にかけての遺跡や、１６世紀後半から１７世紀前半にかけ

てのキリシタン関係の遺跡など、市の歴史を特徴付ける重要遺跡の発掘調査を実施

し、その成果をもとに市の歴史や文化について研究及び評価し、積極的に公開活用

の場を設けます。 

③ 文化財の指定 

文化財は郷土の歴史・文化等を正しく理解していくために欠くことのできないも

のであり、その適切な保存と活用を図ることは極めて重要です。文化財のうち重要

なものについては、文化財保護審議会の答申を受けて指定又は認定を行い、市の文

化財として明確に位置付け、市民への周知を図り、文化財保護意識の高揚と保護及

び活用の充実を図ります。 

 

（３） 文化財周辺の環境保全 

文化財への理解と市民や来訪者に文化財を身近に感じてもらえるよう、清掃活動や

巡視活動を行い、文化財周辺の環境保全に努めます。 

① 指定文化財等の巡視及び清掃活動 

文化財の除草など清掃作業を徹底することは、文化財の保存状態の観察を容易に

し、景観保全の観点からも意義は大きく、観光面からも重要な作業です。 

原城跡、日野江城跡などの定期巡回を兼ねた清掃、除草作業を実施します。 

国及び県指定の文化財については、県から委嘱された文化財保護委員の巡視を年

３回実施します。 
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「史跡 原城跡」 

 

 

「史跡 日野江城跡」 

 

 

【目標とする指標】 

指  標  名 令和４年度 令和１０年度 

史跡原城跡の公有化率 ６９．２％ ８２．０％ 

史跡日野江城跡の公有化率 ６３．４％ ７５．０％ 
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２ 歴史・文化財の活用と普及 〔2-1-2〕 

【現状と課題】 

本市は世界遺産となった原城跡や日野江城跡といった史跡をはじめ、各所に点在する

キリシタン墓碑、全国でも屈指の支石墓群である原山支石墓群、口之津が国際港であっ

たことを偲ばせる旧長崎税関口之津支署庁舎、島原半島南部の古い照葉樹林相が残る岩

戸山樹叢、また近年の発掘調査で見つかった埋蔵文化財、このほかにも数多くの貴重な

文化財を有しています。 

文化財の持つ意味合いを深く理解してもらうために、情報の発信や歴史学習の支援な

どを行っていくことが必要です。よって、様々な媒体や手法により、文化財の普及と活

用に努めます。 

 

【具体的な取組】 

（１） 歴史・文化財の活用と普及の推進 

広報紙やホームページなどを活用し、本市の歴史と文化を広く一般に周知するとと

もに、掲載内容の充実や関係団体と連携した更なる情報発信に努めます。 

また、学校・教育機関、一般を対象とした研修会を実施し、文化財についての理解

と歴史と文化の継承を担う人材の育成に努めます。 

そのほか、資料館の設備や適切な管理運営のもと、企画展や報告会などを行い、資

料館への入館者数の増加に取り組みます。 

① 指定文化財及び遺跡情報等の周知活動 

市ホームページを利用し、指定文化財の情報を提供します。長崎県遺跡情報シス

テムの活用とともに、窓口においても遺跡照会事業を実施します。 

 

（２） 歴史・文化施設等の環境整備と適正な維持管理 

口之津歴史民俗資料館をはじめとする本市の歴史・文化施設等については、感染症

対策などに対応した展示や施設環境の整備に取り組みます。 

また、一部の施設で老朽化などもみられることから、必要に応じて修理や改修を行

うなど、適正な管理に努めます。 

① 企画展等の開催 

市に所在する文化財や発掘調査の成果などを積極的に活用し、企画展等を開催し

て公開に努めます。活用と公開にあたっては、盗難や毀損などへの対策を十分に図

ります。 

 

 



- 39 - 

 

３ 世界遺産を活用したまちづくりの推進と適切な保全 〔2-1-3〕 

【現状と課題】 

原城跡は、「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」の構成資産として、平成30

年７月、世界文化遺産に登録されましたが、観光振興に資する施策が不足していること

から、世界遺産を活用して、効果的に地域振興を図っていく必要があります。 

このようなことから、本市では、世界遺産のガイダンス施設※33を中心として、物産販

売所や観光案内機能を備えた世界遺産センターの整備を進めています。併せて、来訪者

の理解を促進するとともに、来訪者の利便性の向上や市外に向けた情報発信事業などに

ついても、官民協働で一体的に進めていくこととしています。 

また、世界遺産を地域の宝として後世に伝えていくために、適切な保全活動を行いつ

つ、ふるさと学習や市政出前講座の一環として行われる世界遺産学習などにより、市民

意識の醸成にも努めます。 

 

【具体的な取組】 

（１） 世界遺産センターの整備 

原城跡の世界遺産としての価値の理解促進と市内の文化資源や観光資源を巡る拠点

施設として、物産販売所や観光案内所の機能も備えた世界遺産センターを整備し、地

域経済の活性化を図ります。 

① 原城跡世界遺産センター整備事業 

「世界遺産を核とした『きっかけ』を与える唯一無二の交流拠点の整備による地

方創生の実現」を事業コンセプトとして、世界遺産原城跡の価値を伝えるガイダン

ス施設を整備することで集客機能を強化します。 

さらに、地元産品を取りそろえた物産販売所や観光情報を発信する観光案内機能

を備えることで、交流人口拡大をきっかけとした観光や物産の振興を図ります。 

 

「原城跡世界遺産センター イメージ図」 
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（２） ガイダンス機能の充実 

有馬キリシタン遺産記念館資料収集検討委員会の指導助言を受けながら、歴史資料

調査を実施し、展示での活用を行います。 

また、VR※34アプリなどを活用しての情報発信にも努め、本市の魅力を伝えていき

ます。 

① 歴史資料調査及び展示用コンテンツ作成事業 

島原・天草一揆の記録は、全国の博物館、資料館、大学などに、膨大に残されて

います。歴史資料調査は、世界遺産登録のための調査研究として実施していました

が、完了していないため、現在も継続しています。このような研究成果を、有馬キ

リシタン遺産記念館資料収集検討委員会の指導助言を受けながら、新たに整備を進

める世界遺産センターでの展示の目玉とするためにデジタル化や多言語化を進めま

す。 

また、バチカンやイタリア国内に残されている歴史的な資料についても、国際交

流事業などと連携しながら、調査研究を進め、展示への活用を目指します。 

② VR等デジタルコンテンツ※35整備活用事業 

原城跡は、建造物が残っているわけでもなく、多くの価値が地中に埋蔵された文

化財であるため、現地だけではその価値がわかりづらいと言われています。 

原城跡への理解を促進するため、原城の築城時や一揆当時を再現した「原城VR」

を平成30年度に制作及び公開をしており、これらのアプリを活用した情報発信など

を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

「VRによる原城再現イメージ図」 
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（３） 世界遺産市民協働会議※36活動の充実 

土産物開発や史跡保存、官民協働による世界遺産を活用したまちづくりに関わる

様々な事業を展開し、地域経済の活性化や市民の意識醸成を図ります。 

   ① 世界遺産市民協働会議との連携事業 

世界遺産を活用した地域の活性化を図るために、本市と南島原市世界遺産市民協

働会議で連携を図りながら、ワークショップや会議の実施など、官民協働による取

組を進めます。 

また、市内や市外のイベントなどへのブース設置、特別展の企画や運営、啓発グ

ッズの作成など、情報発信や市民の意識醸成のための取組も実施します。 

 

（４） 世界遺産の適切な保全と活用 

世界遺産の適切な保全活動を行い、周知や啓発を図りながら、市民にその大切な価

値を伝えるとともに、重要な観光資源として世界遺産を適切に活用していくため、関

連する地域の歴史・文化資源やストーリーを活かしたまちづくりを推進します。 

① 世界遺産推進事業 

世界遺産を後世に伝えるために、国や長崎県、他の構成資産所有自治体、関係者

などと協力しながら、世界遺産の保全のために作成された「長崎と天草地方の潜伏

キリシタン関連遺産 包括的保存管理計画」などに基づき世界遺産のモニタリング※

37などの保全活動を実施していきます。 

② 世界遺産周知啓発・情報発信事業 

世界遺産の価値を伝えるための周知啓発や情報発信を行いながら、来訪者や市民

に世界遺産としての大切な価値を伝えるとともに、重要な観光資源として世界遺産

を適切に活用していくために、関連する地域の歴史・文化資源やストーリーを活か

したまちづくりを推進します。 

③ 原城跡来訪者対応事業 

原城跡の来訪者が史跡内を周遊するための手段として、レンタサイクルを設置し

ており、これらを活用しながら来訪者の増加に努めます。 

 

【目標とする指標】 

指  標  名 令和４年度 令和１０年度 

原城跡世界遺産センターの整備進捗率 ２．７％ １００％ 

原城跡世界遺産センターの来場者数 － １５０，０００人 

原城VRの貸し出し台数 ８２５台 ３，０００台 

市民協働会議関連会議などの開催回数 １０回 １６回 

原城跡来訪者数 ４０，０００人 ６０，０００人 
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用 語 解 説 

 

※1 不易流行（P1） 

 いつまでも変化しない本質的なものを忘れない中にも、新しく変化を重ねているも

のをも取り入れていくこと。 

※2 ＰＤＣＡサイクル（P1） 

 Plan（計画）、Do（実行）、Check（測定・評価）、Action（対策・改善）の仮説・

検証型プロセスを循環させ、マネジメントの質を高めようという概念。 

※3 人間力（P6） 

 社会を構成し、運営するとともに、自立した一人の人間として力強く生きていくた

めの総合的な力。 

※4 主体的・対話的で深い学び（P6） 

 平成29、30、31年改訂学習指導要領において、その理念を実現するための授業改

善の視点として示されたもの。 

※5 グローバル教育（P6） 

 物事を世界規模の視野で見て考える力を付けるための学習方法のこと。 

※6 個別最適な学び（P6） 

 「指導の個別化」と「学習の個性化」を学習者視点から整理した概念。 

※7 協働的な学び（P6） 

 子ども同士で、あるいは地域の方々をはじめ多様な他者と協働しながら必要な資質

や能力を高める学習。 

※8 外国語指導助手（ALT）（P7） 

 外国青年招致事業（JETプログラム）により任用された、語学指導を行う外国青年

のこと。英語でAssistant Language Teacher。略して通称ALTという。 

※9 英語指導助手（EAT）（P7） 

 南島原市で独自に採用した、語学指導を行う外国青年のこと。英語でEnglish 

Assistant Teacher。略して通称EATという。 

※10 教育DX（P7） 

教育DX（デジタルトランスフォーメーション）とは、学校がデジタル技術を活用し

てカリキュラムや学習の在り方を革新するとともに、教職員の業務や組織、プロセス、

学校文化を革新し、時代に対応した教育を確立すること。 

※11 Society5.0（P7） 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシス

テムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会。国の第5期科

学技術基本計画において、我が国が目指すべき未来社会の姿として提唱された。 
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※12 ICT（P7） 

 Information and Communication Technologyの略。情報コミュニケーション技

術、情報通信技術と訳される。教育場面においては、電子黒板、パソコン、タブレッ

トなどのデジタル機器やインターネットを介した学習支援ツールなど。 

※13 GIGAスクール構想（P7） 

 「Global and Innovation Gateway for All（全ての児童生徒のための世界につな

がる革新的な扉）」の略称。１人１台端末、通信ネットワークなどの学校ICT環境を整

備、活用することで、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実など教育の質を

向上させようとする文部科学省の構想。 

※14 長崎県統合型校務支援システム（P7） 

 成績処理、出欠管理、健康診断票、指導要録などを統合した機能を有しているシス

テムの内、長崎県が推奨しているシステム。 

※15 LGBT（P9） 

 「Lesbian（レズビアン）」「Gay（ゲイ）」「Bisexual（バイセクシュアル）」

「Transgender（トランスジェンダー）」の頭文字を取って名付けられた、幅広い性

の在り方を総称する言葉。 

※16 キャリア教育（P9） 

 児童生徒一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育

てることを通して、キャリア発達を促す教育。 

※17 コミュニティ・スクール（学校運営協議会）（P12） 

 学校と保護者や地域住民が力を合わせ、学校の運営に取り組むことが可能となる「地

域とともにある学校づくり」を進める法律（地教行法第47条の5）に基づいた仕組。 

※18 プラットフォーム（P12） 

 拠点の意味。教職員、保護者、地域住民、行政、福祉関係団体など、多様なメンバ

ーからなるチームを作り、連携・協働して地域や子どもをめぐる課題を解決するため

の拠点として学校を位置づける考え方。 

※19 学校力（P12） 

 教職員の指導力、教育課程、学校運営など、学校教育目標の実現に向けて、学校が

有すべき学校総体としての力。 

※20 タブレット（P13） 

 画面を直接触って操作する、携帯できる情報端末のこと。 

※21 通級指導教室（P14） 

 児童生徒が、通常学級に在籍しながら、特性による学習上または生活上の困難を改

善し、又は克服するために、特別の指導を行う場（教室）のこと。 
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※22 スクールカウンセラー（P14） 

 心理についての専門性を持ち、学校において、児童生徒が抱えるさまざまな課題に

ついて解決のための助言や指導などを行う専門職のこと。 

※23 スクールソーシャルワーカー（P14） 

 福祉の専門性を持ち、児童生徒の最善の利益を保障するために、学校などにおいて

ソーシャルワーク（日常生活での課題を解決するための支援）を行う専門職のこと。 

※24 適応指導教室（P14） 

 不登校児童生徒への学習、生活指導や学校生活へ復帰を支援することを目的に、教

育委員会によって学校内や学校以外の場所に設置された施設のこと。教育支援センタ

ーとも呼ばれる。 

※25 特別支援教育コーディネーター（P15） 

 特別な配慮を要する児童生徒への適切な支援のため、関係機関と関係者との連絡調

整を行い、協同的に対応するために各学校に配置された職員。 

※26 非構造部材（P17） 

 柱、梁、床などの構造体ではなく、天井材や外壁（外装材）など、構造体と区分さ

れた部材。 

※27 ｅスポーツ（P20） 

 コンピュータゲーム（ビデオゲーム）をスポーツ競技として捉える際の名称。 

※28 家庭教育支援コアサポーター（P20） 

 家庭教育に取り組むための親学習プログラムをはじめ、家庭教育事業に関する講座

を実施するためのスタッフ、親子への支援を行う人のこと。 

※29 ファシリテーター（P20） 

   グループや組織が協力し、共通の目的を理解し、目標達成のための計画立案を支援

する人のこと。 

※30 保護者支援士（P20） 

 子育てに関わる人を対象に、子どもの発達や保護者へのアプローチの仕方などに関

して、市が、大学の講師を招聘し開催する講座を受講したものに与えられる資格。 

※31 レファレンスサービス（P22） 

 図書館利用者が学習、研究、調査を目的として必要な情報や資料などを求めた際に、

図書館員が情報そのものあるいはそのために必要とされる資料を検索、提供又は回答

することによってこれを助ける業務。 

※32 地域学校協働本部（P24） 

 幅広い地域住民の参画を得て、地域全体で子どもたちの学びや成長を支えるととも

に、「学校を核とした地域づくり」を目指して、地域と学校が相互にパートナーとして、

地域住民と学校関係者が協働して行う様々な取組を組み合わせて実施するため組織さ

れた地域の緩やかなネットワーク体制。 
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※33 ガイダンス施設（P39） 

 ガイダンスは、「初歩的な説明、案内」を指す言葉で、ガイダンス施設は、基本的な

知識がない人も理解できるように解説をする施設。 

※34 VR（P40） 

 VR（バーチャル・リアリティー）は、日本語で「仮想現実」と言い、コンピュータ

ーによって作り出された仮想的な空間のことで、原城跡では、お城があった当時と島

原・天草一揆当時を疑似体験できるよう原城VRを作成している。 

※35 デジタルコンテンツ（P40） 

 デジタル形式の情報媒体のことで、原城VRのほかに、歴史資料調査の成果として作

成する展示用デジタルコンテンツもこれにあたる。 

※36 世界遺産市民協働会議（P41） 

 市内の産業、行政、教育、福祉などの３２団体の代表者により構成している世界遺

産を活用したまちづくりを官民協働で推進する組織。 

※37 モニタリング（P41） 

 監視すること。観察し、記録すること。 
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第２期 南島原市教育振興基本計画 

 

令和 6 年 3 月 

 

南島原市教育委員会 

〒859-2412 長崎県南島原市南有馬町乙 1023 番地 

TEL 0957-73-6701  FAX 0957-85-2767 

 



議案第８号 

 

 

南島原市立小・中学校管理規則の一部を改正する規則について 

 

提案理由 

 

教諭等の職務の明確化及び中学校の部活動地域移行に関して、必要な事項を

定めるため、所要の改正を行うもの。 

 

令和６年３月２１日提出 

 

南島原市教育委員会 

教育長 松本 弘明 



南島原市立小・中学校管理規則の一部を改正する規則 

南島原市立小・中学校管理規則（平成18年南島原市教育委員会規則第８号）の一部を次の

ように改正する。 

目次中「学期・休業日」を「学期及び休業日」に、「校長・職員」を「校長、職員及び組

織」に改める。 

第２章の章名を次のように改める。 

第２章 学期及び休業日 

第５章の章名を次のように改める。 

第５章 校長、職員及び組織 

第15条第２項中「指導教諭」の次に「、講師」を加える。 

第15条の４を第15条の５とし、第15条の３を第15条の４とし、第15条の２の次に次の１条

を加える。 

（教諭等及び事務職員の標準的な職務内容） 

第15条の３ 教諭等（主幹教諭、指導教諭、教諭、助教諭及び講師をいう。以下この条にお

いて同じ。）の標準的な職務の内容その他教諭等の職務の遂行に関し必要な事項は、教育

長が別に定める。 

２ 事務職員の標準的な職務の内容その他事務職員の職務の遂行に関し必要な事項は、教育

長が別に定める。 

第27条の次に次の１条を加える。 

（兼職及び兼業の許可） 

第27条の２ 校長及び職員は、教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）第17条第１項の規

定により、教育に関する他の職務に従事しようとするとき、又は地方公務員法（昭和25年

法律第261号）第38条第１項の規定により、営利企業に従事等しようとするときは、兼職等

承認・営利企業従事等許可申請書（別記様式）により、職員にあっては校長を経由して、

教育委員会の承認又は許可を受けなければならない。 

附則の次に次の様式を加える。 
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別記様式（第27条の２関係） 
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附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
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目次 目次
第２章　学期及び休業日（第２条―第４条） 第２章　学期・休業日（第２条―第４条）
第５章　校長、職員及び組織（第13条―第30条の２） 第５章　校長・職員（第13条―第30条の２）
第２章　学期及び休業日 第２章　学期・休業日
第５章　校長、職員及び組織 第５章　校長・職員

（校長、教頭、教諭その他の職員） （校長、教頭、教諭その他の職員）
第15条　（略） 第15条　（略）
２　学校には、前項のほか必要に応じて副校長、主幹教諭、指導教諭、講師 ２　学校には、前項のほか必要に応じて副校長、主幹教諭、指導教諭、養護
、養護教諭、栄養教諭、事務職員、助教諭、養護助教諭、学校栄養職員、 教諭、栄養教諭、事務職員、助教諭、養護助教諭、学校栄養職員、用務員
用務員その他の職員を置く。 その他の職員を置く。
３・４　（略） ３・４　（略）

（教諭等及び事務職員の標準的な職務内容）
第15条の３　教諭等（主幹教諭、指導教諭、教諭、助教諭及び講師をいう。
以下この条において同じ。）の標準的な職務の内容その他教諭等の職務の
遂行に関し必要な事項は、教育長が別に定める。
２　事務職員の標準的な職務の内容その他事務職員の職務の遂行に関し必要
な事項は、教育長が別に定める。

（主幹教諭） （主幹教諭）
第15条の４　（略） 第15条の３　（略）

（指導教諭） （指導教諭）
第15条の５　（略） 第15条の４　（略）

（兼職及び兼業の許可）
第27条の２　校長及び職員は、教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）第
17条第１項の規定により、教育に関する他の職務に従事しようとすると
き、又は地方公務員法（昭和25年法律第261号）第38条第１項の規定によ

新 旧

　
　
　　　南島原市立小・中学校管理規則の一部を改正する教育委員会規則　新旧対照表
　南島原市立小・中学校管理規則（平成18年南島原市教育委員会規則第８号）の一部を次のように改正する。

（1）
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り、営利企業に従事等しようとするときは、兼職等承認・営利企業従事等
許可申請書（別記様式）により、職員にあっては校長を経由して、教育委
員会の承認又は許可を受けなければならない。

新 旧

（2）
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別記様式（第27条の２関係）

新 旧
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○南島原市立小・中学校管理規則 

平成18年３月31日教育委員会規則第８号 

改正 

平成18年４月１日教育委員会規則第38号 

平成19年３月28日教育委員会規則第３号 

平成20年３月25日教育委員会規則第２号 

平成21年３月25日教育委員会規則第５号 

平成23年２月23日教育委員会規則第１号 

平成28年９月30日教育委員会規則第18号 

平成30年３月27日教育委員会規則第２号 

令和２年５月28日教育委員会規則第６号 

令和４年12月27日教育委員会規則第３号 

南島原市立小・中学校管理規則 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 学期及び休業日（第２条―第４条） 

第３章 教育活動（第５条―第10条の２） 

第４章 教材の取扱い（第11条・第12条） 

第５章 校長、職員及び組織（第13条―第30条の２） 

第６章 施設設備の管理（第31条―第36条） 

第７章 雑則（第37条・第38条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規則は、南島原市立の小学校及び中学校（以下「学校」という。）について地方

教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第33条に規定する学校の管

理運営の基本的事項を定め、もって円滑かつ適正な学校経営に資することを目的とする。 

第２章 学期及び休業日 

（学期） 

第２条 学校教育法施行令（昭和28年政令第340号）第29条第１項の規定による学期は、次の

３学期とする。 

(１) 第１学期 ４月１日から８月31日まで 

(２) 第２学期 ９月１日から12月31日まで 

(３) 第３学期 １月１日から３月31日まで 

（休業日） 

第３条 学校の休業日は、学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11号。以下「施行規則」

という。）第61条第１号から第３号まで（第79条で準用する場合を含む。）の規定に掲げる

日のほか、次のとおりとする。 

(１) 学年始休業日 ４月１日から同月６日まで 

(２) 夏季休業日 ７月21日から８月31日まで 

(３) 冬季休業日 12月25日から翌年１月７日まで 

(４) 学年末休業日 ３月25日から同月31日まで 
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(５) 前各号に定めるもののほか、校長が休業を必要と認め、南島原市教育委員会（以下

「教育委員会」という。）の承認を受けた日 

２ 校長は、教育上必要があるときは、あらかじめ教育委員会に届け出て休業日に授業を行う

ことができる。 

（非常変災等による臨時休業の報告） 

第４条 校長は、施行規則第63条（第79条で準用する場合を含む。）の規定によって、臨時に

授業を行わないときは、次に掲げる事項を直ちに教育委員会に報告しなければならない。 

(１) 授業を行わない理由及びその期間 

(２) 非常変災その他急迫の事情の概要 

(３) その他校長が必要と認める事項 

第３章 教育活動 

（教育課程の編成） 

第５条 学校の教育課程は、施行規則第52条及び第74条の規定によるもののほか、教育委員会

の定める基準により校長が編成する。 

２ 前項の教育課程は、少なくとも学年別の各教科、特別の教科である道徳、外国語活動、総

合的な学習の時間及び特別活動の時間配当並びに指導計画の要項を示すものでなければなら

ない。 

（教育課程の届出） 

第６条 校長は、前条の規定により教育課程を編成したときは、あらかじめ教育委員会に届け

出なければならない。 

２ 前項の教育課程を変更する場合も、同様とする。 

３ 校長は、当該学年終了後翌年度４月中にその実施概況を教育委員会に報告しなければなら

ない。 

（校外行事） 

第７条 修学旅行、野外旅行、水泳及び体育、その他の対外的諸活動等の校外行事は、教育委

員会の定める基準によらなければならない。 

２ 校長は、前項に定める行事の実施に当たっては、あらかじめ教育委員会に届け出なければ

ならない。 

３ 校長は、第１項の行事のうち、泊を要する行事を実施したときは、終了後速やかにその状

況を教育委員会に報告しなければならない。 

（学校以外の施設の使用） 

第８条 学校が当該学校以外の施設を使用する場合は、校長は次に掲げる事項をあらかじめ教

育委員会に届け出なければならない。 

(１) 使用目的 

(２) 施設の名称及び所在地 

(３) 使用期間 

(４) 所有者又は管理者の使用許可の有無 

（出席停止） 

第９条 校長は、次に掲げる行為の一又は二以上を繰り返し行う等性行不良であって、他の児

童生徒の教育に妨げがあると認める児童生徒があるときは、速やかにその旨を教育委員会に

報告又は出席停止についての意見の具申をしなければならない。 

(１) 他の児童生徒に傷害、心身の苦痛又は財産上の損失を与える行為 
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(２) 職員に傷害又は心身の苦痛を与える行為 

(３) 施設又は設備を損壊する行為 

(４) 授業その他の教育活動の実施を妨げる行為 

２ 教育委員会は、前項に定める報告又は意見の具申を受け、学校教育法（昭和22年法律第26

号）第35条第１項及び第49条の規定による出席停止を命ずる場合は、次に掲げる手続を行わ

なければならない。 

(１) あらかじめ保護者の意見を聴取すること。 

(２) 当該児童生徒の保護者に、理由及び期間を記載した文書を交付すること。 

(３) その他教育長が必要と認めた手続 

（児童、生徒の事故等の報告） 

第10条 児童、生徒の重大な事故又は集団的疾病が発生し、又は発生するおそれがあるときは、

校長は、速やかにその実情を教育委員会に連絡し、改めて文書をもって詳細を報告しなけれ

ばならない。 

（学校評価） 

第10条の２ 校長は、当該学校の教育活動その他の学校運営の状況について、自ら評価を行い、

その結果を公表するものとする。 

２ 校長は、前項の規定による評価の結果を踏まえた当該学校の児童生徒の保護者その他の当

該学校の関係者（当該学校の職員を除く。）による評価を行い、その結果を公表するよう努

めるものとする。 

３ 校長は、第１項の規定による評価の結果及び前項の規定により評価を行った場合はその結

果を、教育長に報告するものとする。 

４ 学校評価について必要な事項は、教育長が別に定める。 

第４章 教材の取扱い 

（教材の使用） 

第11条 学校は、教育上有益かつ適切と認めた教材については、進んでこれを使用し、教育内

容の充実を図るものとする。 

２ 学校は、教材の選定に当たっては、保護者の経済負担について特に考慮しなければならな

い。 

（教材の届出） 

第12条 校長は、前条に規定する教材を使用しようとするときは、あらかじめ教育委員会に届

け出なければならない。 

２ 前項の届出書には、次に掲げる事項を記載し、使用しようとする日の１月前までに教材を

添えて提出しなければならない。 

(１) 使用目的 

(２) 名称及び編著者名 

(３) 使用対象 

(４) 使用期間 

(５) 単価 

(６) 経費の負担者 

第５章 校長、職員及び組織 

（校務の分掌） 

第13条 この規則で定めるものを除くほか、校長は、校務分掌を定め教育委員会に報告しなけ
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ればならない。 

（学級編制、学級担任、教科担任） 

第14条 校長は、教育委員会の定める学年ごとの学級数によって学級を編制しなければならな

い。 

２ 校長は、学級を担任する職員及び教科を担任する職員を定め、教育委員会に報告しなけれ

ばならない。 

（校長、教頭、教諭その他の職員） 

第15条 学校には、校長、教頭及び教諭を置く。ただし、特別の事情のあるときは、教頭を置

かないことができる。 

２ 学校には、前項のほか必要に応じて副校長、主幹教諭、指導教諭、講師、養護教諭、栄養

教諭、事務職員、助教諭、養護助教諭、学校栄養職員、用務員その他の職員を置く。 

３ 事務職員の職として、事務主幹、事務主任及び事務主査を置くことができる。 

４ 学校栄養職員の職として、主任学校栄養職員及び副主任学校栄養職員を置くことができる。 

（副校長） 

第15条の２ 副校長は、校長を助け、校長の命を受けて校務の一部を処理する。 

（教諭等及び事務職員の標準的な職務内容） 

第15条の３ 教諭等（主幹教諭、指導教諭、教諭、助教諭及び講師をいう。以下この条におい

て同じ。）の標準的な職務の内容その他教諭等の職務の遂行に関し必要な事項は、教育長が

別に定める。 

２ 事務職員の標準的な職務の内容その他事務職員の職務の遂行に関し必要な事項は、教育長

が別に定める。 

（主幹教諭） 

第15条の４ 主幹教諭は、校長、副校長及び教頭を助け、命を受けて校務の一部を整理し、児

童生徒の教育をつかさどる。 

（指導教諭） 

第15条の５ 指導教諭は、児童生徒の教育をつかさどり、並びに教諭その他の職員に対して、

教育指導の改善及び充実のために必要な指導及び助言を行う。 

（事務の共同実施等） 

第16条 教育委員会は、学校における事務及び業務の効率化並びに学校運営に関する支援を行

うため、学校支援共同実施室（以下「学校支援室」という。）を置く。 

２ 学校支援室には、第15条第２項に規定する事務職員及びその他の職員を配置する。 

３ 学校支援室に配置された者は、当該学校支援室が行う業務について、構成する学校すべて

を兼務する。 

４ 学校支援室に、事務を総括及び調整する職員として学校支援共同実施室長（以下「室長」

という。）を置き、室長を補佐する職員として副室長を置く。 

５ 室長は、第15条第３項に規定する職のうち事務主幹である者のうちから、各年度ごとに教

育委員会が命ずる。ただし、当該学校支援室に、事務主幹が配置されていない場合は事務主

任である者のうちから、事務主幹及び事務主任が配置されていない場合は事務主査である者

のうちから命ずる。 

６ 副室長は、前項の規定により室長に命ぜられた者を除く当該学校支援室に配置された事務

職員のうちから、各年度ごとに教育委員会が命ずる。 

７ 学校支援室の組織及び運営に関し必要な事項は、別に定める。 
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（教務主任、保健主事） 

第17条 学校には、教務主任及び保健主事を置く。ただし、特別の事情のあるときは、これら

を置かないことができる。 

２ 教務主任は、校長の監督を受け、教育計画の立案その他の教務に関する事項について連絡

調整及び指導、助言に当たる。 

３ 保健主事は、校長の監督を受け、学校における保健に関する事項をつかさどり、当該事項

について連絡調整及び指導、助言に当たる。 

４ 教務主任は、当該学校の指導教諭又は教諭のうちから、校長の意見を聴いて、教育委員会

が命ずる。 

５ 保健主事は、当該学校の指導教諭、教諭又は養護教諭のうちから、校長の意見を聴いて、

教育委員会が命ずる。 

（学年主任） 

第18条 学校には、２以上の学級からなる学年ごとに学年主任を置く。 

２ 学年主任は、校長の監督を受け、当該学年の教育活動に関する事項について連絡調整及び

指導、助言に当たる。 

３ 学年主任の発令については、前条第４項の規定を準用する。 

（生活指導主任） 

第19条 小学校には、生活指導主任を置く。ただし、特別の事情のあるときは、これを置かな

いことができる。 

２ 生活指導主任は、校長の監督を受け、児童の生活指導に関する事項をつかさどり、当該事

項について連絡調整及び指導、助言に当たる。 

３ 生活指導主任の発令については、第17条第４項の規定を準用する。 

（生徒指導主事、進路指導主事） 

第20条 中学校には、生徒指導主事及び進路指導主事を置く。ただし、特別の事情のあるとき

は、これらを置かないことができる。 

２ 生徒指導主事は、校長の監督を受け、生徒指導に関する事項をつかさどり、当該事項につ

いて連絡調整及び指導、助言に当たる。 

３ 進路指導主事は、校長の監督を受け、生徒の職業選択の指導その他の進路の指導に関する

事項をつかさどり、当該事項について連絡調整及び指導、助言に当たる。 

４ 生徒指導主事及び進路指導主事の発令については、第17条第４項の規定を準用する。 

（研究主任） 

第21条 学校には、研究主任を置くことができる。 

２ 研究主任は、校長の監督を受け、教育研究に関する事項について連絡調整及び指導、助言

に当たる。 

３ 研究主任の発令については、第17条第４項の規定を準用する。 

（司書教諭） 

第22条 学校に、司書教諭を置く。ただし、特別な理由があるときは、これを置かないことが

できる。 

２ 司書教諭は、校長の監督を受け、学校図書館の専門的職務をつかさどり、当該事項につい

て連絡調整及び指導、助言に当たる。 

３ 司書教諭の発令については、第17条第４項の規定を準用する。 

（分校主任） 
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第23条 分校には、特別の事情のあるときは、教頭に代えて分校主任を置くことができる。 

２ 分校主任は、校長の監督を受け、分校の校務を整理する。 

３ 分校主任の発令については、第17条第４項の規定を準用する。 

（その他の主任等） 

第24条 学校においては、第17条から前条までに規定する主任等のほか、必要に応じ校務を分

担する主任等を置くことができる。 

２ 前項の主任等は、校長が命じ、教育委員会に報告しなければならない。 

（主任等の任期） 

第25条 第17条から前条までに定める主任等の任期は、４月１日から翌年の３月31日までとし、

再任を妨げない。 

２ 学年途中に主任等を命ぜられた者の任期は、前任者の残任期間とする。 

（校長及び職員の休暇） 

第26条 校長の休暇は、教育委員会の承認を得なければならない。 

２ 職員の休暇は、校長が承認する。ただし、別に定めのあるもの又は多数の職員に一斉に休

暇を与える場合は、教育委員会の承認を受けなければならない。 

３ 職員の休暇が７日以上にわたるときは、校長は、教育委員会に届け出るものとする。 

（校長及び職員の出張） 

第27条 校長の出張は、教育委員会が命ずる。 

２ 職員の出張は、校長が命ずる。ただし、県外及び県内７日以上にわたるときは、あらかじ

め教育委員会に連絡するものとする。 

（兼職及び兼業の許可） 

第27条の２ 校長及び職員は、教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）第17条第１項の規定

により、教育に関する他の職務に従事しようとするとき、又は地方公務員法（昭和25年法律

第261号）第38条第１項の規定により、営利企業に従事等しようとするときは、兼職等承

認・営利企業従事等許可申請書（別記様式）により、職員にあっては校長を経由して、教育

委員会の承認又は許可を受けなければならない。 

（校長及び職員の事故の報告） 

第28条 校長又は職員に重大な事故があったときは、校長は、速やかに教育委員会に報告しな

ければならない。 

（職員会議） 

第29条 校長は、その職務の円滑な執行に資するため、職員会議を置く。 

２ 職員会議は、校長が主宰する。 

３ 職員会議は、次に掲げる事項のうち、校長が必要と認めるものを取り扱う。 

(１) 校長が学校の管理運営に関する方針等を周知すること。 

(２) 校長が校務に関する決定を行うに当たって所属職員の意見を聴くこと。 

(３) 校長が所属職員相互の連絡を図ること。 

４ 前項に掲げるもののほか、職員会議の組織及び運営について必要な事項は、校長が定める。 

（学校評議員） 

第30条 校長は、学校運営上必要と認めるときは、学校評議員を置くことができる。 

２ 学校評議員は、当該学校の職員以外の者で教育に関する理解と識見を有するもののうちか

ら３人以内を校長の推薦により教育委員会が委嘱する。 

３ 学校評議員は、校長の求めに応じて、学校の教育活動及び学校と地域社会との連携等、校
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長の行う学校運営に関して意見を述べ、助言を行うものとする。 

４ 任期は、４月１日から翌年３月31日までの１年間とする。ただし、再任を妨げない。 

５ 学校評議員には、報酬は支給しないものとする。 

（学校運営協議会） 

第30条の２ 教育委員会は、学校運営上必要と認めるときは、学校に学校運営協議会を置くこ

とができる。 

２ 学校運営協議会の委員は、校長の推薦により教育委員会が委嘱する。 

３ 学校運営協議会に関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

第６章 施設設備の管理 

（管理の責任者） 

第31条 校長は、学校の施設及び設備（備品を含む。以下同じ。）を総括管理し、その整備に

努めなければならない。 

２ 職員は、校長の定めるところにより、学校の施設及び設備の管理を分任する。 

（管理に必要な台帳） 

第32条 校長は、管理に必要な台帳を整備し、その現有状況を記載し、毎年度末に教育委員会

に報告しなければならない。 

（災害報告） 

第33条 校長は、災害又は事故によって学校の施設及び設備が損害を受けたときは、速やかに

教育委員会に報告し、指示を受けなければならない。 

（施設の利用） 

第34条 校長は、教育上支障がないと認めるときは、教育委員会と協議の上、学校の施設及び

設備を社会教育その他公共のために利用させることができる。 

（警備及び防災の計画） 

第35条 校長は、毎年度始め、学校の警備及び防災の計画を定め教育委員会に報告しなければ

ならない。 

２ 前項の計画には、特に児童、生徒の安全を確保するための措置が講じられなければならな

い。 

（宿直、日直） 

第36条 校長は、必要があると認めるときは、教育委員会の承認を得て、所属職員に宿直勤務

又は日直勤務を命ずることができる。 

第７章 雑則 

（校内諸規則の報告） 

第37条 校長がこの規則の実施について当該学校の運営、管理に関し規則又は規程を定めた場

合は、教育委員会に報告するものとする。 

（意見の具申） 

第38条 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第39条の規定による校長からの意見の申出

に関する人事事務については、教育長あてとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成18年３月31日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の深江町立小・中学校管理規則（昭和32年深江
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町教育委員会規則第１号）、布津町立小・中学校管理規則（昭和31年布津町教育委員会規則

第６号）、有家町立小中学校管理規則（昭和32年有家町教育委員会規則第１号）、西有家町

立小・中学校管理規則（昭和32年西有家町教育委員会規則第１号）、北有馬町立小、中学校

管理規則（昭和38年北有馬町教育委員会規則第１号）、南有馬町立小、中学校管理規則（昭

和38年南有馬町教育委員会規則第10号）、口之津町立小、中学校管理規則（昭和32年口之津

町教育委員会規則第１号）又は加津佐町立小・中学校管理規則（昭和32年加津佐町教育委員

会規則第６号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの規則の相当

規定によりなされたものとみなす。 

（令和２年度における夏季休業日の特例） 

３ 令和２年度における夏季休業日は、第３条第１項第２号の規定にかかわらず、７月23日か

ら８月23日までとする。 

附 則（平成18年４月１日教委規則第38号） 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月28日教育委員会規則第３号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年３月25日教育委員会規則第２号） 

この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年３月25日教育委員会規則第５号） 

この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年２月23日教育委員会規則第１号） 

この規則は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年９月30日教育委員会規則第18号） 

この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月27日教育委員会規則第２号） 

この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年５月28日教育委員会規則第６号） 

この規則は、令和２年７月１日から施行する。 

附 則（令和４年12月27日教育委員会規則第３号） 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
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別記様式（第27条の２関係） 
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議案第９号 

 

 

南島原市部活動の在り方検討委員会要綱の一部を改正する告示について 

 

提案理由 

 

検討委員会の委員の任期を延長するため、所要の改正を行うもの。 

 

令和６年３月２１日提出 

 

南島原市教育委員会 

教育長 松本 弘明 



南島原市部活動の在り方検討委員会要綱の一部を改正する告示 

南島原市部活動の在り方検討委員会要綱（令和５年南島原市教育委員会告示第１号）の

一部を次のように改正する。 

第５条第１項中「令和６年３月31日」を「令和７年３月31日」に改める。 

附 則 

この告示は、令和６年３月25日から施行する。 
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（任期） （任期）
第５条　検討委員会の委員の任期は、委嘱の日から令和７年３月31日までと 第５条　検討委員会の委員の任期は、委嘱の日から令和６年３月31日までと
する。 する。
２　（略） ２　（略）

新 旧

　
　
　　　南島原市部活動の在り方検討委員会要綱の一部を改正する教育委員会告示　新旧対照表
　南島原市部活動の在り方検討委員会要綱（令和５年南島原市教育委員会告示第１号）の一部を次のように改正する。

（1）
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テキスト ボックス



 

○南島原市部活動の在り方検討委員会要綱 

令和５年４月28日教育委員会告示第１号 

南島原市部活動の在り方検討委員会要綱 

（設置） 

第１条 南島原市立中学校において、今後の南島原市部活動の在り方について検討、協議する

ため、南島原市部活動の在り方検討委員会（以下「検討委員会」という。）を設置する。 

（検討事項） 

第２条 検討委員会は、南島原市立中学校の部活動に関する次に掲げる事項について、検討す

るものとする。 

(１) 南島原市立中学校の部活動の現状と問題点及び課題 

(２) 南島原市立中学校の部活動の今後の在り方 

(３) その他必要な事項 

（報告） 

第３条 検討委員会は、前条に掲げる事項の検討結果について、南島原市教育委員会教育長へ

報告を行う。 

（組織） 

第４条 検討委員会は、委員20人以内をもって組織する。 

２ 委員長は、委員の互選により選出する。 

３ 副委員長は、委員の中から委員長が指名する。 

４ 検討委員会の委員は、別表に掲げる者のうちから、南島原市教育委員会が委嘱する。 

（任期） 

第５条 検討委員会の委員の任期は、委嘱の日から令和７年３月31日までとする。 

２ 委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会議） 

第６条 検討委員会の会議は、委員長が招集し、主宰する。 

２ 委員長に事故があるときは、副委員長がその職務を代行する。 

３ 委員長は、必要があると認めたときは、検討委員会の会議に委員以外の者の出席を求める

ことができる。 

（庶務） 

第７条 検討委員会の庶務は、教育委員会生涯学習課及び学校教育課において処理する。 

（その他） 

第８条 この告示に定めるもののほか、検討委員会の運営に関して必要な事項は、委員長が別

に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和５年５月１日から施行する。 

（会議の招集の特例） 

２ 第６条第１項の規定にかかわらず、この告示の施行後最初の検討委員会の会議は、南島原

市教育委員会が招集する。 

別表（第４条関係） 

委員区分 団体・役職等 

-3-



 

学校関係者 南島原市校長会会長 

南島原市中学校体育連盟会長 

南島原市校長会中学校文化連盟担当 

保護者代表 南島原市ＰＴＡ連合会代表 

地域スポーツ・文化関係団体 南島原市スポーツ協会代表 

南島原市スポーツ推進委員会代表 

ＮＰＯ法人コミュニティスポーツクラブＴＥＡＭひま

わり代表 

その他 南島原市教育委員会が必要と認める者 
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議案第１０号 

 

 

南島原市立小・中学校に勤務する職員の自家用車による公務旅行に関する取

扱規程の一部を改正する訓令について 

 

提案理由 

 

サブスクリプションにより所有する自家用車を、公務旅行に使用する自家用

車として登録ができるようにするため、所要の改正を行うもの。 

 

令和６年３月２１日提出 

 

南島原市教育委員会 

教育長 松本 弘明 



南島原市立小・中学校に勤務する職員の自家用車による公務旅行に関する取扱規程

の一部を改正する訓令 

南島原市立小・中学校に勤務する職員の自家用車による公務旅行に関する取扱規程（平

成22年南島原市教育委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１号中「親族」の次に「（以下「当該職員等」という。）」を加え、「自動車

であること」を「もの又は自動車の販売会社その他の者が所有権を留保している場合にお

ける使用権（道路運送車両法第58条第１項に規定する自動車検査証に記載されている使用

者が当該職員等であるものをいう。）を有するもので、職員が通常使用するものであるこ

と」に改める。 

附 則 

この訓令は、令和６年４月１日から施行する。 
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（登録の要件） （登録の要件）
第３条　登録する自家用車は、次の各号のいずれの要件にも該当するもので 第３条　登録する自家用車は、次の各号のいずれの要件にも該当するもので
なければならない。 なければならない。
(１)　職員又は１親等内の親族（以下「当該職員等」という。）が所有 (１)　職員又は１親等内の親族が所有（割賦販売法（昭和36年法律第159
（割賦販売法（昭和36年法律第159号）による割賦販売等により購入 号）による割賦販売等により購入し、所有権が留保されているものを含
し、所有権が留保されているものを含む。）するもの又は自動車の販売 む。）する自動車であること。
会社その他の者が所有権を留保している場合における使用権（道路運送
車両法第58条第１項に規定する自動車検査証に記載されている使用者が
当該職員等であるものをいう。）を有するもので、職員が通常使用する
ものであること。
(２)　（略） (２)　（略）

新 旧

　
　
　　　南島原市立小・中学校に勤務する職員の自家用車による公務旅行に関する取扱規程の一部を改正する教育委員会訓令　新旧対照表
　南島原市立小・中学校に勤務する職員の自家用車による公務旅行に関す（略）（平成22年南島原市教育委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

（1）
-2-

00509
テキスト ボックス



 

○南島原市立小・中学校に勤務する職員の自家用車による公務旅行に関する取扱規程 

平成22年３月26日教育委員会訓令第１号 

改正 

令和２年３月27日教育委員会訓令第３号 

南島原市立小・中学校に勤務する職員の自家用車による公務旅行に関する取扱規程 

（趣旨） 

第１条 この訓令は、南島原市立小・中学校に勤務する職員（市町村立学校職員給与負担法

（昭和23年法律第135号）第１条に規定する職員で会計年度任用職員及び臨時的任用職員を

除く。以下「職員」という。）が、自己のための運行の用に供する自動車（道路運送車両法

（昭和26年法律第185号）第２条第２項に規定する自動車をいう。以下「自家用車」とい

う。）により公務旅行する場合の取扱いについて、必要な事項を定めるものとする。 

（自家用車の登録） 

第２条 職員は、公務旅行に自家用車を使用しようとする場合には、使用する自家用車につい

て公務旅行に使用する自家用車登録申請書（様式第１号）により、あらかじめ旅行命令権者

に申請し、その登録を受けておかなければならない。登録を受けた事項に変更が生じた場合

も同様とする。 

（登録の要件） 

第３条 登録する自家用車は、次の各号のいずれの要件にも該当するものでなければならない。 

(１) 職員又は１親等内の親族（以下「当該職員等」という。）が所有（割賦販売法（昭和

36年法律第159号）による割賦販売等により購入し、所有権が留保されているものを含

む。）するもの又は自動車の販売会社その他の者が所有権を留保している場合における使

用権（道路運送車両法第58条第１項に規定する自動車検査証に記載されている使用者が当

該職員等であるものをいう。）を有するもので、職員が通常使用するものであること。 

(２) 自動車損害賠償保障法（昭和30年法律第97号）による保険（以下「自賠責保険」とい

う。）のほか、対人補償無制限及び対物補償500万円以上（免責金額なし）の任意保険に

加入していること。 

（申請） 

第４条 公務旅行に自家用車を使用しようとする職員は、公務旅行の都度、自家用車使用申請

（承認）簿（様式第２号）により申請し、旅行命令権者の承認を受けなければならない。た

だし、旅行命令権者が指定した出張伺又は出張計画書等が自家用車使用申請（承認）簿の内

容を満たす場合は、自家用車使用申請（承認）簿に代えることができる。 

（承認及び不承認） 

第５条 旅行命令権者は、前条の規定による申請があった場合は、原則として、県内の公務旅

行に限り、次の各号のいずれの要件にも該当する場合は、自家用車の使用を承認することが

できる。この場合において、旅行命令権者は、自家用車の使用を承認するときは、自家用車

使用申請（承認）簿（様式第２号）の旅行命令権者承認欄に押印するものとする。 

(１) 職員自らの申出があった場合 

(２) 公共交通機関を利用できない場合又は公共交通機関を利用するよりも特に効率的で円

滑な公務の遂行が可能であると判断される場合 

(３) 借上車を利用することが困難又は不都合な場合 

(４) 公用車を利用できない場合 

２ 旅行命令権者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、自家用車の使用を承認してはな
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らない。 

(１) 職員が傷病、過労、睡眠不足その他の理由により、正常な運転ができる状態にない場

合 

(２) 職員が自動車運転免許取得後１年未満である場合又は運転経験が浅く、運転技術が未

熟である場合 

(３) 職員が運転用務のみを行う目的で公務旅行する場合 

(４) 職員が公務旅行する職員以外の者（公務に関連する者を除く。）を同乗させる場合 

(５) 自家用車が十分な点検・整備を受けていないと認められる場合 

(６) その他、職員に自家用車を運転させることが適当でないと判断される場合 

（同乗による公務旅行） 

第６条 旅行命令権者は、公務旅行に自家用車を使用することについて申請があった職員と用

務地が同一方向である他の職員から、当該自家用車に同乗して公務旅行をすることについて

申請があった場合で、業務遂行上効率的であると認められるときは、これを承認することが

できる。 

２ 前項の場合においては、前２条の規定を準用する。 

３ 自家用車使用の公務旅行は、原則として児童・生徒の同乗を認めない。ただし、やむを得

ない場合は、この限りでない。 

（旅費の支給） 

第７条 職員の旅費は、市町村立学校職員給与負担法、職員の旅費に関する条例（昭和29年長

崎県条例第47号）及び市町村立学校職員の旅費に関する条例（昭和29年長崎県条例第48号）

の定めるところにより長崎県が支給するものとする。 

（交通事故の処理等） 

第８条 公務旅行に自家用車使用の承認を受けた職員（以下「承認を受けた職員」という。）

が、旅行中に交通事故の当事者となった場合は、道路交通法（昭和35年法律第105号）第72

条第１項に規定する必要な措置を講ずるとともに、直ちに旅行命令権者に報告しなければな

らない。 

（損害賠償等） 

第９条 承認を受けた職員が旅行中に交通事故を起こし、第三者に損害を与えた場合において、

相手方の物的損害に対する損害賠償額が強制保険及び任意保険の保険金額を超えるときは、

市がその超える額を負担するものとする。 

２ 前項の交通事故が職員の故意又は重大な過失等により起きたものとして、市において求償

権を行使する決定がなされた場合は、当該職員に対して、市の損害賠償額の範囲で求償権を

行使することとする。 

第10条 承認を受けた職員が旅行中に交通事故を起こした場合において、職員の故意又は重大

な過失等により起きたものを除き、自家用車の損害に係る修繕費が任意保険の保険金額を超

えるときは、長崎県がその超える額を負担するものとする。 

第11条 承認を受けた職員が旅行中に負傷し、又は死亡した場合は、地方公務員災害補償法

（昭和42年法律第121号）に定めるところにより補償するものとする。 

（承認を受けない自家用車の公務使用） 

第12条 職員が旅行命令権者の承認を受けずに自家用車を公務に使用し、交通事故等を起こし

た場合は、長崎県及び市は、その責任を一切負わないものとする。 

（その他） 
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第13条 この訓令の施行に関し必要な事項は、教育長が別に定める。 

附 則 

この訓令は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月27日教育委員会訓令第３号） 

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第２条関係） 
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様式第２号（第４条、第５条関係） 
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報告第２号 

 

   南島原市奨学資金貸付基金条例施行規則の一部を改正する規則について 

 

提案理由 

 連帯保証人の要件を緩和するため、所要の改正を行ったので、南島原市教育委員

会の権限事務の一部を教育長に委任し又は臨時に代理させる規則第５条の規定に

より報告する。 

 

令和６年３月２１日提出 

 

南島原市教育委員会     

教育長 松本 弘明   

 



南島原市奨学資金貸付基金条例施行規則の一部を改正する規則 

南島原市奨学資金貸付基金条例施行規則（平成18年南島原市規則第49号）の一部を次の

ように改正する。 

第５条第１項に次のただし書を加える。 

ただし、市長が特別の事情があると認める場合は、市外居住者とすることができる。 

第５条第２項中「家族」を「保護者（親権を行う者又は後見人をいう。）」に改める。 

様式第１号を次のように改める。 
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様式第１号（第４条関係） 

 

-2-



様式第５号から様式第８号までを次のように改める。 

様式第５号（第10条関係） 
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様式第６号（第11条関係） 
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様式第７号（第12条関係） 
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様式第８号（第13条関係） 
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様式第10号を次のように改める。 

様式第10号（第15条関係） 
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附 則 

この規則は、令和６年３月21日から施行し、改正後の南島原市奨学資金貸付基金条例施

行規則の規定は、令和５年度以後に貸付けを受ける者について適用する。 
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南島原市奨学資金貸付基金条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

南島原市奨学資金貸付基金条例施行規則（平成18年南島原市規則第49号）の一部を次のように改正する。  

新 旧 

（保証人） （保証人） 

第５条 奨学資金の貸与を受けようとする者は、本市に住所を有し、かつ、償還能力の

ある保証人を２人以上立てなければならない。ただし、市長が特別の事情があると認

める場合は、市外居住者とすることができる。 

第５条 奨学資金の貸与を受けようとする者は、本市に住所を有し、かつ、償還能力の

ある保証人を２人以上立てなければならない。 

２ 前項の保証人２人のうち、１人は本人の保護者（親権を行う者又は後見人をい

う。）以外の者で、次の各号のいずれにも該当するものを指定しなければならない。 

２ 前項の保証人２人のうち、１人は本人の家族以外の者で、次の各号のいずれにも該

当するものを指定しなければならない。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

３ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ （略） 
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新 旧 

様式第１号（第４条関係） 様式第１号（第４条関係） 
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新 旧 

様式第５号（第10条関係） 様式第５号（第10条関係） 
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新 旧 

様式第６号（第11条関係） 様式第６号（第11条関係） 
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新 旧 

様式第７号（第12条関係） 様式第７号（第12条関係） 
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新 旧 

様式第８号（第13条関係） 様式第８号（第13条関係） 
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新 旧 

様式第10号（第15条関係） 様式第10号（第15条関係） 
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○南島原市奨学資金貸付基金条例施行規則 

平成18年３月31日規則第49号 

改正 

平成18年８月１日規則第179号 

平成19年３月30日規則第20号 

平成30年９月４日規則第29号 

令和２年７月13日規則第48号 

令和３年10月１日規則第47号 

令和４年３月28日規則第44号 

南島原市奨学資金貸付基金条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 南島原市奨学資金貸付基金条例（平成18年南島原市条例第58号。以下「条例」とい

う。）によって行う奨学資金の貸付けについては、条例によって定める事項のほか、この規

則に定めるところによる。 

（貸付対象） 

第２条 条例第６条第３号に規定する規則で定める教育施設は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 農業改良助長法（昭和23年法律第165号）第７条第１項第５号の規定に基づく農業大

学校 

(２) 独立行政法人海技教育機構法（平成11年法律第214号）第11条の規定に基づく海上技

術学校、海上技術短期大学校又は海技大学校 

（条例第８条各号に規定する教育施設） 

第３条 条例第８条各号に規定する教育施設は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 条例第８条第１号に規定する高等学校に相当する教育施設 海上技術学校 

(２) 条例第８条第２号に規定する大学、高等専門学校及び専修学校に相当する教育施設 

農業大学校、海上技術短期大学校及び海技大学校 

（借入申込み） 

第４条 奨学資金の借入希望者は、奨学資金貸付申請書（様式第１号）に関係学校長の成績証

明書と在学証明書を添えて市長に提出しなければならない。 

（保証人） 

第５条 奨学資金の貸与を受けようとする者は、本市に住所を有し、かつ、償還能力のある保

証人を２人以上立てなければならない。ただし、市長が特別の事情があると認める場合は、

市外居住者とすることができる。 

２ 前項の保証人２人のうち、１人は本人の保護者（親権を行う者又は後見人をいう。）以外

の者で、次の各号のいずれにも該当するものを指定しなければならない。 

(１) 地方税が課税され、滞納がないこと。 

(２) 借入申請時において、満60歳以下であること。 

３ 第１項の保証人は、奨学資金の貸与を受けた者と連帯して、奨学資金返済の債務を負担し

なければならない。 

（貸付けの決定） 

第６条 市長は、条例第12条の規定により貸付けを決定したときは、奨学資金貸付決定通知書

（様式第２号）又は奨学資金貸付却下通知書（様式第３号）により申込者に通知するものと

する。 

-16-



 

（貸付金の交付） 

第７条 奨学資金は、毎月これを本人に交付する。ただし、特別の事情があるときは、数月分

を合わせて交付することができる。 

（貸付金額の変更） 

第８条 貸付金額の変更を必要とする事情が生じた場合は、貸付金額を変更することがある。 

（貸付けの継続） 

第９条 奨学資金の貸付けを受けている者は、毎年４月に奨学資金貸付継続願（様式第４号）

に在学証明書を添えて市長に提出しなければならない。 

（貸付けの辞退） 

第10条 奨学資金の貸付けを受けている者が、中途で奨学資金を辞退しようとするときは、奨

学資金辞退届（様式第５号）により市長に届け出るものとする。 

（借用証書の提出） 

第11条 奨学生は、卒業したとき、又は条例第14条の規定により貸付けを廃止したとき、若し

くは前条の規定により貸付けを辞退したときは、貸付けを受けた金額に対し借用証書（様式

第６号）を市長に提出しなければならない。 

（償還の猶予） 

第12条 条例第16条の規定により償還の猶予を受けようとする者は、奨学資金償還猶予願（様

式第７号）を市長に提出し、承認を受けなければならない。 

（償還の免除） 

第13条 条例第17条の規定により償還の免除を受けようとする者は、奨学資金償還免除願（様

式第８号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出し、承認を受けなければならない。 

(１) 条例第17条第１号に該当するときは、奨学生又は奨学資金の貸付けを受けた者の戸籍

抄本 

(２) 条例第17条第２号に該当するときは、その事実が確認できる医師の診断書 

(３) 条例第17条第３号に該当するときは、その事実が確認できる書類 

（変更届） 

第14条 奨学生は、自己及び保証人の住所勤務先その他身上に関する事項に変更があった場合

は、市長に奨学資金申請事項変更届（様式第９号）を提出しなければならない。 

（償還の変更） 

第15条 奨学生又は奨学資金の貸付けを受けた者は、償還の方法や保証人に変更があるときは、

奨学資金償還変更願（様式第10号）を市長に提出し、承認を受けなければならない。 

（その他） 

第16条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成18年３月31日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに、合併前の深江町奨学資金

貸付基金条例施行細則（昭和43年深江町教育委員会細則第１号）、有家町奨学資金貸付規則

（昭和46年有家町規則第２号）、西有家町奨学資金貸付規則（昭和55年西有家町規則第11

号）、北有馬町奨学資金貸与規則（昭和39年北有馬町規則第１号）、南有馬町奨学資金貸付

規則（昭和39年南有馬町規則第３号）、口之津町育英資金貸付規則（平成３年口之津町教育
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委員会規則第１号）又は加津佐町奨学資金貸付等規則（昭和42年加津佐町規則第１号）（以

下これらを「合併前の規則」という。）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、

それぞれこの規則の相当規定によりなされたものとみなす。 

３ 施行日の前日までに、合併前の規則の規定により貸付けを決定された基金については、な

お合併前の規則の例による。 

附 則（平成18年８月１日規則第179号） 

この規則は、平成18年８月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月30日規則第20号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年９月４日規則第29号） 

この規則は、平成30年９月４日から施行する。 

附 則（令和２年７月13日規則第48号） 

この規則は、令和２年７月13日から施行する。ただし、改正後の第２条及び第３条の規定は、

令和２年度以後に貸付けを受ける者について適用する。 

附 則（令和３年10月１日規則第47号） 

この規則は、令和３年10月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月28日規則第44号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 
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様式第２号（第６条関係） 

 
様式第３号（第６条関係） 
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様式第４号（第９条関係） 
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様式第５号（第10条関係） 
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